
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    



 

  



 

は じ め に 

 

少子高齢化に伴う核家族化の進行、雇用形態の多様化な

ど、子どもと家庭及び地域を取り巻く環境は大きく変化し、

子育てを社会全体で支援していくことが必要とされてきて

いる中で、子どもの生存と発達が保障され、良質かつ適切な

内容及び水準で「子どもの最善の利益」が実現される社会を

目指すことが求められています。 

このような状況の中、平成２４年８月に一人ひとりの子どもが健やかに成長することが

できる社会の構築を目指して「子ども・子育て関連３法」が制定され、本町の子育て支援

につきましても、これに基づき平成２７年度から本格施行されました「子ども・子育て支

援新制度」に対応した「大崎町子ども・子育て支援事業計画」を平成２７年３月に策定し、

「子どもが輝き、ひと・もの・自然、調和が奏でる躍動のまち」を基本理念と定め、教育・

保育の充実、地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保等、関連する業務の円滑な実

施に取り組んでまいりました。 

今般、同計画の期間である５か年が終了するため、新たに令和２年度から６年度までの

「第２期大崎町子ども・子育て支援事業計画」を策定し、更なる子どもの健やかな成長を

願い、地域における子育ての支援や教育環境の整備、子育てと仕事の両立に対する支援な

どに努めるとともに、働く方のニーズの多様化を目指す「働き方改革」や子ども・子育て

支援法の一部改正による「幼児教育等の無償化」などの新たな社会環境の変化に対応し、

幅広い観点から一層の次世代育成支援の充実を図ることとしました。 

今後とも、町民の皆様の御理解のもとに、子育て支援対策の推進を図ってまいりたいと

考えておりますので、御支援、御協力をお願い申し上げます。 

終わりに、本計画の策定にあたり、御尽力いただきました「大崎町子ども・子育て会議

委員」の皆様をはじめ、「第２期大崎町子ども・子育て支援事業計画策定に伴うニーズ調査」

等に御協力いただきました町民の皆様、関係機関・団体の皆様に心から御礼申し上げます。 

 

令和２年３月 

大崎町長  東  靖 弘 
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第１章 計画の概要 

１ 計画策定の背景と趣旨 

近年、家族構成や雇用環境の変化、少子高齢化等によって、子どもと家庭を取り巻く環境は大

きく変化しており、国や地域をあげて社会全体で子ども・子育てを支援する、新しい支え合いの

仕組みを構築することが求められています。 

このような状況下で、国では、平成 24年 8月に、一人ひとりの子どもが健やかに成長するこ

とができる社会を目指して「子ども・子育て支援法」「就学前の子どもに関する教育、保育等の

総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律」「子ども・子育て支援法及び就学前の

子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律の施行

に伴う関係法律の整備等に関する法律」のいわゆる「子ども・子育て関連３法」を制定しました。 

この「子ども・子育て関連３法」に基づき「子ども・子育て支援新制度」が平成 27年度から

本格施行され、本町においても「大崎町子ども・子育て支援事業計画」を平成 27年 3月に策定

し、「子どもが輝き、ひと・もの・自然、調和が奏でる躍動のまち」を基本理念と定め、教育・

保育、地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保や、子どもや子育てに関連する業務の円滑

な実施に取り組んできました。 

子どもの真の健やかな成長を願い、地域における子育て支援や教育環境の整備、子育てと仕事

の両立支援などに努めるとともに、働く方のニーズの多様化を目指す「働き方改革」や「幼児教

育等の無償化」などの新たな社会の環境の変化に対応し、幅広い観点から一層の次世代育成支援

の充実を図ることを目的に、「第２期大崎町子ども・子育て支援事業計画」を策定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次世代育成支援行動計画

【前期・後期】

第１期子ども子育て支援

事業計画【H27-31】

第２期子ども子育て支援

事業計画【R2-6】

【基本指針の改正方針等】 
①基本指針の改正方針 

・平成 28年の児童福祉法改正による社会的教育に

関する抜本的な改正の反映。 

・新・放課後子ども総合プランの策定による量の見

込みの考え方の変更の反映。 

・子育て安心プランの内容の変更の反映。 

・その他新制度施行後の関連施策の動向の反映。 

②「量の見込み」の算出等の考え方について 

●次世代育成支援対策推進法 

（平成１７年～２６年の時限立法） 

 

次世代育成支援対策推進法の一部改正 

（令和６年度まで１０年間の延長） 

●新制度施行（平成 27年度）  

 

【新しい経済政策パッケージ】 
 

①量の拡充・質の向上 

②処遇改善 

③幼児教育・保育の無償化 

④「放課後子ども総合プラン」に基づく、受け皿

の確保 
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子ども・子育て関連 3法     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新制度の取組内容 

 

 

 

 

 

 

  

１ 質の高い幼児期の学校教育・保育の総合的な提供 

●幼稚園と保育所の良さをあわせ持つ【認定こども園】の普及を進めます。 
２ 保育の量的拡大・確保、教育・保育の質的改善 

●市町村は、待機児童解消を計画的に進め、国もこれを支援します。 
●新たに、少人数の子どもを預かる保育などへの財政支援を行います。 
●身近な地域での保育機能を確保します。 
●地域の多様な保育ニーズに対応します。 

３ 地域の子ども・子育て支援の充実 

●地域のニーズに応じた多様な子育て支援を充実させます。 
①子ども・子育て支援法 

②就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部を 

改正する法律 

③子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の 

推進に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律 

◆主なポイント 

①認定こども園、幼稚園、保育所を通じた共通の給付（「施設型給付」）及び小規模保

育等への給付（「地域型保育給付」）の創設 
②認定こども園制度の改善（幼保連携型認定こども園の改善等） 
③地域の実情に応じた子ども・子育て支援（利用者支援、地域子育て支援拠点、放課

後児童クラブなどの「地域子ども・子育て支援事業」）の充実 
④市町村が実施主体 
⑤社会全体による費用負担 
⑥政府の推進体制 
⑦子ども・子育て会議の設置 
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２ 計画の位置付け 

本計画は、子ども・子育て支援法第２条の基本理念を踏まえ、同法第 61条に基づき策定する「市

町村子ども・子育て支援事業計画」であり、「大崎町総合計画」の分野別計画として位置付けると

ともに、大崎町総合戦略等関連計画との整合性を図り策定するものです。 

また、大崎町次世代育成支援地域行動計画の法的根拠となる「次世代育成支援対策推進法」は

平成 27年３月までの時限立法でしたが、一般事業主行動計画の更なる推進という観点から、令和

７年３月まで 10年間延長することとなりました。これに伴い、同法第８条で定める「市町村行動

計画」の法的根拠が存続することとなり、策定は任意となりました。 

そのため、本町では、可能な限り次世代育成支援地域行動計画の内容を本計画に引継ぎ、「次世

代育成支援対策推進法」に基づく市町村行動計画の性格を持ち合わせることとします。 

さらに、平成 30年９月に厚生労働省、文部科学省により策定された「新・放課後子ども総合プ

ラン」及び「子どもの貧困対策計画」についても、包括的に盛り込むこととします。 

 

 

３ 計画の期間 

本計画は、令和２年度（2020年度）を初年度として令和６年度（2024年度）までの５か年を対

象期間とします。 

なお、計画期間の最終年度である令和６年度（2024年度）には、大崎町を取り巻く今後の諸状

況等を踏まえ次期計画を策定します。 

平成 

22 

年度 

平成 

23 

年度 

平成 

24 

年度 

平成 

25 

年度 

平成 

26 

年度 

平成 

27 

年度 

平成 

28 

年度 

平成 

29 

年度 

平成 

30 

年度 

令和 

元 

年度 

令和 

2 

年度 

令和 

3 

年度 

令和 

4 

年度 

令和 

5. 

年度 

令和 

6 

年度 

               

 

  

＜子ども・子育て支援法（抄）＞ 

（市町村子ども・子育て支援事業計画）第六十一条市町村は、基本指針に即して、五年を一期とする教育・保育及

び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保その他この法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画（以

下「市町村子ども・子育て支援事業計画」という。）を定めるものとする。 

大崎町 

次世代育成支援対策行動計画 

大崎町 

子ども・子育て支援事業計画 

第２期大崎町 

子ども・子育て支援事業計画 
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４ 計画の策定体制 

（１）アンケート調査の実施 

①調査目的 

子ども・子育て支援法に基づき、令和元年度に子ども・子育て支援事業計画を策定するにあ

たり、既存データでは把握困難な教育・保育事業等の潜在的なニーズ（サービスの利用意向・

子育てに関する意識等）や、子ども及びその保護者のおかれた環境やその他の事情等を調査・

分析し、計画の基礎資料とすることを目的に実施した。 

②調査の実施期間 

平成 31年１月に実施 

③調査対象 

調査は「就学前児童調査」と「就学児童調査」の２種類の調査を一体的に実施し、「就学前児

童調査」は大崎町在住の就学前児童(０～５歳)の保護者を対象、「就学児調査」は大崎町在住の

就学児童(６歳以上）の保護者を対象として調査を行いました。 

④調査方法 

郵送による発送・回収及びインターネット上での回収 

⑤調査数及び回収状況 

区 分 就学前児童 就学児童 

配布数 ３００件 ３００件 

回収数 １３３件 １４２件 

回収率 ４４．３％ ４７．３％ 

（２）子ども・子育て会議 

計画策定においては、住民各層の意見を広く反映させるため、行政機関内部だけでなく、学識

経験者、地域住民代表、福祉関係団体の代表等に委員として参画していただき、計４回の審議を

行い、計画を策定しました。 

 

第１回子ども・子育て会議 

➢ 子ども子育て支援事業計画の概要 

➢ アンケート調査結果報告 

➢ 教育・保育の量の見込みについて 

➢ 今後のスケジュールについて 

第２回子ども・子育て会議 

➢ 教育・保育の量の現状と見込について 

➢ 地域子ども・子育て支援事業の現状と見込みについて 

➢ 計画骨子について 
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第３回子ども・子育て会議 ➢ 計画素案について 

第４回子ども・子育て会議 
➢ パブリックコメントについて 

➢ 計画原案について 

 

（３）パブリックコメントの実施 

令和２年１月に、計画素案をホームページ等で広く公表し、町民からの計画内容全般に関する

意見募集を行いました。   
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第２章 大崎町の子ども・子育てを取り巻く状況 

１ 統計的な状況 

（１）人口の推移 

本町の総人口は、平成 27年 10月１日現在、13,241人で減少傾向となっています。 

このうち、15歳未満の年少人口は、1,514人で総人口の 11.4％となっています。 

また、15歳以上 64歳未満の生産年齢人口は、6,964人で 52.6％、65歳以上の高齢者人口は

4,761人で 36.0％となっています。総人口に占める 15歳未満の年少人口の割合は、平成 12年

から平成 27年までの 15年間で 3.8ポイント減少しています。 

一方で、65 歳以上の高齢者人口の割合は 10 ポイント以上増加しており、少子高齢化が進行

しています。 

 

区分 平成 12年 平成 17年 平成 22年 平成 27年 

総人口（人） 16,018 15,303 14,215 13,241 

  

15歳未満 
2,428  2,019  1,657  1,514  

15.2%  13.2%  11.7%  11.4%  

15～64歳 
9,438  8,759  7,964  6,964  

58.9%  57.2%  56.1%  52.6%  

65歳以上 
4,152  4,523  4,574  4,761  

25.9%  29.6%  32.2%  36.0%  

※小数点以下の処理の場合、年齢不詳者の数により各項目の和と総人口が一致しない場合があります。 

（資料：国勢調査） 
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（２）将来人口の推計 

本町の総人口は、令和６年には 11,614人と推計され減少傾向となっています。 

乳幼児の人口についても、令和２年の 562人から、計画の最終年度にあたる令和６年では 506

人となり、56人の減少と推計されます。 

将来人口の推移 

区分 令和 2年 令和 3年 令和 4年 令和 5年 令和 6年 

総人口 12,731 12,454 12,154 11,932 11,614 

 

※平成 26年～平成 30年の実績人口を基にコーホート変化率法を用いて算出（資料：住民基本台帳 各年４月１日） 

将来乳幼児人口の推移 

区分 令和 2年 令和 3年 令和 4年 令和 5年 令和 6年 

3～5歳 284 294 281 278 271 

0～2歳 278 271 260 248 235 

合計 562 565 541 526 506 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成 26年～平成 30年の実績人口を基にコーホート変化率法を用いて算出（資料：住民基本台帳 各年４月１日） 
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（３）世帯の状況 

①世帯数および１世帯あたり人員の推移 

世帯数は、平成 27年では 6,051世帯で平成 12年から 448世帯の減少となっています。 

また、１世帯あたり人員は平成 12 年以降減少傾向で推移しており、平成 27 年では 2.12 人

となっています。 

 

（資料：国勢調査） 

 

②世帯の家族類型 

世帯の総数は、平成 27年では 6,051世帯で核家族世帯は、減少傾向にあります。一方、単独

世帯は増加傾向で総数の３割以上を占め、また母子世帯も増加傾向にあります。 

家族類型別世帯数 平成 12年 平成 17年  平成 22年 平成 27年 

総数 6,499  6,458 6,355 6,051 

A 親族世帯 4,831  4,619 4,313 3,950 

 Ｉ 核家族世帯 4,468 4,299 4,029 3,705 

  （1）夫婦のみ 2,026 1,964 1,937 1,816 

  （2）夫婦と子ども 1,918 1,771 1,506 1,327 

  （3）男親と子ども 109 86 106 101 

  （4）女親と子ども 415 478 480 461 

 Ⅱ その他の親族世帯 363 320 284 245 

Ｂ 非親族世帯 8 15 17 21 

Ｃ 単独世帯 1,660 1,824 2,025 2,080 

母子世帯（再掲） 92 106 94 102 

父子世帯（再掲） 31 18 22 20 

（資料：国勢調査） 

※家族類型「不詳」も含みます。  

6,499 6,458 
6,355 6,051 
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一般世帯数 1世帯あたり人員

（人）（（世帯）
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③6 歳未満、18 歳未満の子どものいる一般世帯数の推移 

６歳未満の親族のいる世帯は、平成 27年では 412世帯で平成 12年から 130世帯の減少とな

っています。18歳未満の親族のいる世帯は、平成 27年では 973世帯で平成 12年から 616世帯

の減少となっています。 

 

 

（資料：国勢調査） 

 

（４）出生の動向 

①出生率の推移 

出生率は、平成 29年で 6.4と減少傾向にあり、鹿児島県、国より低く推移しています。 

 

（資料：人口動態統計）   

6,499 6,458 6,355 
6,051 
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8,000
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６歳未満、18歳未満の子どものいる一般世帯数の推移

一般世帯数 6歳未満の子どもがいる世帯 18歳未満の子どもがいる世帯

（世帯）

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

大崎町 7.7 6.7 7.4 7.4 6.4

志布志保健所管内 7.8 7.6 7.4 7.3 7.0

鹿児島県 8.7 8.6 8.6 8.4 8.2

国 8.2 8.0 8.0 7.8 7.6

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

出生率の推移
（人/人口千人）
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②合計特殊出生率の推移 

一人の女性が一生の間に生む子どもの数の平均を示す合計特殊出生率については、平成 29

年で 1.65で国より高く推移しています。 

 

（資料：人口動態統計） 

 

③母の年齢別出生数の推移 

母の年齢別出生数は、平成 25 年では 25～29 歳の出生数が 39 人でしたが、平成 29 年で 21

人と 18 人減少しています。一方、平成 29 年では 40～44 歳の出生が６人と増加傾向にありま

す。 

 

（資料：人口動態統計）   

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

大崎町 1.86 1.68 1.75 1.80 1.65

鹿児島県 1.63 1.62 1.70 1.68 1.69

国 1.43 1.42 1.45 1.44 1.43
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2 1 2 
18 

11 9 6 
13 

39 

28 32 
27 

21 

31 

34 
40 

37 29 

13 

13 
12 

22 

11 

1 

3 
4 3 

6 

104 

89 
97 96 

82 

0

50

100

150

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

母の年齢別出生数の推移

45～49歳

40～44歳

35～39歳

30～34歳

25～29歳

20～24歳

15～19歳

（人）



11 

（５）婚姻等の状況 

①婚姻率の推移 

婚姻率は、平成 29年で 2.9と減少傾向にあり、志布志保健所管内、鹿児島県、国と比較して

低い割合で推移しています。 

 

（資料：人口動態統計） 

 

②離婚率の推移 

離婚率は、平成 29年で 1.09と減少傾向にあり、志布志保健所管内、鹿児島県、国と比較し

て低い割合で推移しています。 

 

（資料：人口動態統計）   

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

大崎町 3.6 3.4 3.5 3.0 2.9

志布志保健所管内 4.2 3.8 3.9 3.7 3.5

鹿児島県 4.9 4.7 4.7 4.6 4.4

国 5.3 5.1 5.1 5.0 4.9

0.0
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婚姻率の推移（人/人口千人）

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

大崎町 1.85 1.95 1.22 1.61 1.09

志布志保健所管内 1.96 1.99 1.81 1.61 1.56

鹿児島県 1.87 1.82 1.88 1.77 1.71

国 1.81 1.77 1.81 1.73 1.70

0.0

1.0

2.0

3.0

離婚率の推移（人/人口千人）
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③未婚率の推移と比較 

平成 27年の男性の未婚率は、15～24歳、30～34歳では鹿児島県、国を下回っています。平

成 22年と比較すると、20～29歳では上回り、特に 20～24歳では５ポイント以上増加していま

す。 

 

（資料：国勢調査） 

 

 

 

（資料：国勢調査）   
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大崎平成27年 99.2 91.4 67.2 39.0 33.4 32.0 28.7 24.1 25.0 8.9

鹿児島県平成27年 99.7 92.4 64.8 39.9 29.6 26.4 24.4 20.8 18.0 7.6

国平成27年 99.7 95.0 72.7 47.1 35.0 30.0 25.9 20.9 16.7 7.2
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平成 27年の女性の未婚率は、15～34歳では鹿児島県、国を下回っています。特に 30～34歳

では５ポイント以上下回っています。平成 22年と比較すると 20～29歳では上回り、30～34歳

では下回っていますが、20～24歳、35～39歳では５ポイント以上増加しています。 

 

 

（資料：国勢調査） 

 

 

 

（資料：国勢調査）   
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鹿児島県平成27年 99.5 88.9 57.4 32.6 23.2 20.1 17.2 12.2 8.4 5.2
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（６）労働の状況 

①年齢別労働力率の推移 

平成 27年の男性の年齢別労働力は、15～34歳、60歳～84歳では鹿児島県、国より上回って

います。平成 22年と比較すると、同水準となっています。 

 

 

（資料：国勢調査） 

 

 

 

（資料：国勢調査）   
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平成 27 年の女性の年齢別労働力は、85 歳以上を除く年齢において鹿児島県、国より上回っ

ています。特に 20～24歳、35～39歳は 10ポイント以上上回っています。 

平成 27年の女性の年齢別労働力は、「20～24歳」（89.8%）と「35～39歳」（87.1%）を左右

のピークとして「30～34歳」を底とするМ字カーブとなり、平成 22年と比較すると上昇し、

特に 35～39歳では７ポイント以上増加しています。 

 

 

（資料：国勢調査） 

 

 

（資料：国勢調査）   
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（７）母子保健に関する状況 

①妊婦健康診査受診率 

妊婦健康診査の受診率は、いずれの年度もほぼ全数受診しており、志布志保健所管内、鹿児

島県と同程度で推移しています。 

 

（資料：鹿児島県の母子保健） 

 

 

②乳児（３～４か月児）健康診査受診率 

乳児（３～４か月児）健康診査受診率は、平成 26年、平成 29年度は 91％代と低く、志布志

保健所管内、鹿児島県より低く推移しています。 

 

（資料：鹿児島県の母子保健）   

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

大崎町 99.0 98.1 100.0 97.3 98.9

志布志保健所管内 97.1 97.6 100.5 97.8 99.1

鹿児島県 99.2 98.9 99.5 99.0 99.7
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大崎町 95.1 91.1 96.9 95.7 91.5

志布志保健所管内 96.1 92.8 94.7 96.2 94.0

鹿児島県 97.4 96.8 97.5 98.2 97.4
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95.0

100.0

3～4か月児健康診査の受診率の推移（％）
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③１歳６か月児健康診査受診率 

１歳６か月児健康診査受診率は、平成 29 年度では 93.5％と増加傾向にありますが、志布志

保健所管内、鹿児島県より低く推移しています。 

 

（資料：鹿児島県の母子保健） 

 

 

④３歳児健康診査受診率 

３歳児健康診査受診率は、平成 27 年度に 92.9％と高くなりましたが、平成 27 年度以外は

90％以下で志布志保健所管内、鹿児島県より低く推移しています。 

 

（資料：鹿児島県の母子保健）   

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

大崎町 88.8 90.7 87.2 88.7 93.5

志布志保健所管内 94.7 94.9 91.2 94.2 94.8

鹿児島県 95.6 96.6 95.9 96.5 96.6
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100.0

1歳6か月児健康診査の受診率の推移（％）
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大崎町 85.8 92.9 85.3 87.2 87.6

志布志保健所管内 87.7 92.2 90.2 92.8 92.5

鹿児島県 92.6 92.8 93.7 94.8 94.9
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３歳児健康診査の受診率の推移（％）
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⑤１歳６か月児むし歯有病者率 

歯科健康診査受診率・有病者率の推移をみると、１歳６か月児の受診率は、志布志保健所管

内、鹿児島県より低くなっています。 

むし歯有病者率については、平成 24 年度では 8.14％と、志布志保健所管内、鹿児島県より

５ポイント以上高くなっていましたが、平成 29年度では 2.30％と減少傾向にあり志布志保健

所管内、鹿児島県と同等となっています。 

 

  平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

大崎町 87.80  90.70  87.20  88.70  93.50  

志布志保健所管内 94.50  94.90  91.20  94.20  94.80  

鹿児島県 96.10  95.60  96.20  97.10  96.40  

 

 

（資料：鹿児島県の母子保健）   

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

大崎町 8.14 5.13 7.32 2.13 2.30

志布志保健所管内 3.05 2.05 2.17 2.16 1.89

鹿児島県 2.95 2.79 2.28 2.60 2.14
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１歳６か月児むし歯有病者率（％）



19 

⑥３歳児むし歯有病者率 

歯科健康診査受診率・有病者率の推移をみると、３歳児の受診率は、志布志保健所管内、鹿

児島県より低くなっています。 

むし歯有病者率については、平成 25年度では 32.22％と、１歳６か月児と同様、志布志保健

所管内、鹿児島県より５ポイント以上高くなっていましたが、平成 29年度では 24.71％と減少

傾向にあります。 

  平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

大崎町 84.90 92.90 85.30 87.20 87.60 

志布志保健所管内 87.50 92.20 90.20 92.80 92.40 

鹿児島県 93.20 94.20 94.60 95.70 95.10 

 

 

（資料：鹿児島県の母子保健） 

⑦大崎町の予防接種実施状況 

予防接種実施状況は、年度によって増減はありますが、平成 28 年度以降予防接種の受診率

が高くなっています。特に日本脳炎の第１期の接種が高くなっています。 

年次 

四種混合 麻疹・風疹 日本脳炎 

初回 追加 1期 2期 
第 1期 

初回 

第 1期 

追加 
第 2期 

平成 25年度 80.3 7.6 81.3 94.3 68.2 63.6 41.6 

平成 26年度 87.2 61.7 104.4 85.1 56.8 47.2 59.3 

平成 27年度 88.5 74.4 74.0 84.6 68.3 77.7 31.1 

平成 28年度 119.2 98.8 101.0 90.1 142.7 126.3 73.4 

平成 29年度 103.2 103.1 90.0 90.8 107.6 96.6 62.2 

（資料：鹿児島県の母子保健） 

※対象者数は当該年度に新たに標準的接種期間に達した人数であることに対し、接種者数は当該年度に定期予防接種を実施した

人数であるため、接種は 100%を超える場合があります。 

 

平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

大崎町 32.22 34.29 22.99 31.71 24.71

志布志保健所管内 26.42 19.9 24.96 25.67 23.70

鹿児島県 24.53 23.34 21.93 20.42 19.54

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

３歳児むし歯有病者率（％）
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（８）児童虐待に対する相談対応件数の推移 

 

児童虐待に対する相談対応件数は、平成 30年度は２件となっています。 

年次 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

相談対応件数 0 0 1 2 

（資料：各年度３月 31日現在） 
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２ 子育て支援施設等の現状 

（１）保育所の状況 

町内には２か所の認可保育所があり、定員 95人、入所児童数 103人となっています。 

■保育所の定員、入所児童数及び待機児童数 

年次 園数 定員 入所児童数 待機児童数 

平成 27年度 6 405 421 0 

平成 28年度 6 405 422 0 

平成 29年度 5 315 351 0 

平成 30年度 2 95 101 0 

平成 31年度 2 95 103 0 

（資料：各年度５月１日現在） 

■認可保育所一覧 

№ 名称 定員数 

1 菱田保育園 50 

2 中沖保育園 45 

（令和２年４月１日） 

 

（２）幼稚園の状況 

町内には平成 29年度までは、１か所の幼稚園がありましたが、平成 30年度から認定こども

園に移行したことにより現在ありません。 

■幼稚園の定員、利用児童数 

年次 園数 定員 利用児童数 

平成 27年度 1 140 119 

平成 28年度 1 140 109 

平成 29年度 1 140 84 

平成 30年度 0 0 0 

平成 31年度 0 0 0 

（資料：各年度５月１日現在）   
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（３）認定こども園の状況 

町内には５か所の認定こども園があり、平成 31年度実績では定員 415人、利用児童数 419人

となっています。 

■認定こども園の定員、利用児童数 

年次 園数 定員 利用児童数 

平成 27年度 0 0 0 

平成 28年度 0 0 0 

平成 29年度 1 90 97 

平成 30年度 5 415 435 

平成 31年度 5 415 419 

（資料：各年度５月１日現在） 

■認定こども園一覧 

№ 名称 定員数 

1 幼保連携型認定こども園野方保育園 90 

2 幼保連携型認定こども園南光保育園 80 

3 幼保連携型認定こども園大崎保育園 95 

4 認定こども園大丸保育園 35 

5 認定こども園大崎幼稚園 100 

（令和２年４月１日） 

 

（４）地域子育て支援センター利用状況 

町内には１か所の地域子育て支援センターがあります。 

平成 30年度は新規事業者により平成 30年 11月からの５か月間で延べ人数 1,351人となってい

ます。 

■地域子育て支援センター利用の年間延べ人数の推移 

年次 利用者合計 子ども 保護者 

平成 26年度 3,295 1,785 1,510 

平成 27年度 2,569 1,491 1,078 

平成 28年度 2,733 1,492 1,241 

平成 29年度 3,079 1,674 1,405 

平成 30年度 1,351 730 621 

（資料：各年度３月 31日現在） 

※事業者からの申し出によりＨ30年３月で委託終了。平成 30年度は新規事業者により平成 30年 11月からの５か月間 

■地域子育て支援センター一覧 

№ 名称 

1 子育て支援センターひよこクラブ 
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（５）放課後児童クラブの状況 

町内には６か所の放課後児童クラブがあり、定員は 220人、１～３年生の利用者 130人、４～６

年生利用者 15人となっています。 

■放課後児童クラブの定員、利用者数 

年次 定員 １～３年生利用者 ４～６年生利用者 

平成 27年度 180 122 20 

平成 28年度 170 121 24 

平成 29年度 170 133 32 

平成 30年度 195 112 11 

平成 31年度 220 130 15 

（資料：各年度５月１日現在） 

■放課後児童クラブ一覧 

№ 名称 定員数 

1 ちびっこ学童クラブ 40 

2 なんこう放課後児童クラブ 30 

3 おおさき放課後児童クラブ 30 

4 大丸学童保育フレンズ 40 

5 大崎幼稚園学童保育フレンズ 40 

6 学童保育寺子屋クラブ 40 

（令和２年４月１日） 
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３ 子ども子育て支援事業ニーズ調査結果概要 

（１）子育てを主に行っている人について 

子育て（教育を含む）を主に行っている方については、未就学児、就学児童ともに「父母と

もに」が５割以上、「主に母親」が約４割と多くなっています。 

前回調査と比較すると、未就学児、就学児ともに「主に母親」の割合が増加し、「父母ともに」

の割合が減少しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

60.2%

38.3%

0.8%

0.0%

0.0%

65.2%

33.8%

0.0%

0.5%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

父母ともに

主に母親

主に父親

主に祖父母

その他

【子育てを主に行っている人】

今回調査(n=133)

前回調査(n=201)

【未就学児】

54.2%

42.3%

2.8%

0.0%

0.0%

62.2%

34.2%

0.9%

2.7%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

父母ともに

主に母親

主に父親

主に祖父母

その他

【子育てを主に行っている人】

今回調査(n=142)

前回調査(n=111)

【就学児童】
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（２）子どもの育ちをめぐる環境について 

子どもをみてもらえる親族・知人の有無については、未就学児、就学児童ともに「緊急時も

しくは用事の際には祖父母などの親族にみてもらえる」、「日常的に祖父母等の親族にみてもら

える」と祖父母等に子どもを安心してみてもらえるという回答が、前回調査と同様大きく占め

ています。 

日常的に子どもをみてもらえる家庭は未就学児、就学児童ともに３割以上、子どもをみても

らえない家庭は１割以下となっています。 

一方、祖父母等の親族に預かってもらっている状況については、未就学児、就学児童ともに

「祖父母等の親族の身体的・精神的な負担や時間的制約を心配することなく、安心して子ども

をみてもらえる」が５割以上となっている一方、「祖父母等の親族の時間的制約や精神的な負担

が心配である」「祖父母等の親族の時間的制約や精神的な負担が大きく心配である」が前回調査

と比較すると多くなっています。 
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27.0%

24.6%

5.7%

0.0%

8.6%

6.5%

9.2%

7.0%

1.1%

0.5%
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祖父母等の親族の身体的・精神的な

負担や時間的制約を心配することな

く、安心して子どもをみてもらえる

祖父母等の親族の身体的負担が大

きく心配である

祖父母等の親族の時間的制約や

精神的な負担が大きく心配である

自分たち親の立場として、

負担をかけていることが心苦しい

子どもの教育や発達にとって

ふさわしい環境であるか、少し不安

がある

その他

【親族に預かってもらっている状況】

今回調査

(n=122)

前回調査

(n=185)

【未就学児】

38.3%

65.4%

1.5%

2.3%

4.5%

36.3%
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4.5%

4.5%
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日常的に祖父母等の親族にみてもら
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(n=201)

【未就学児】

40.1%
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8.5%

6.3%

42.3%

48.6%

2.7%

12.6%

9.0%
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日常的に祖父母等の親族にみてもら

える
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子どもをみてもらえる友人・知人がいる

いずれもいない

【お子さんをみてもらえる親族・知人の有無】

今回調査

(n=142)

前回調査

(n=111)

【就学児童】

57.9%

32.2%

16.5%

21.5%

6.6%

2.5%

64.4%

10.9%

15.8%

20.8%

5.0%
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

祖父母等の親族の身体的・精神的な

負担や時間的制約を心配することな

く、安心して子どもをみてもらえる

祖父母等の親族の身体的負担が大

きく心配である

祖父母等の親族の時間的制約や

精神的な負担が大きく心配である

自分たち親の立場として、

負担をかけていることが心苦しい

子どもの教育や発達にとって

ふさわしい環境であるか、少し不安

がある

その他

【親族に預かってもらっている状況】

今回調査

(n=121)

前回調査

(n=101)

【就学児童】
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（３）教育・保育事業の利用状況について 

幼稚園や保育所などの定期的な教育・保育の利用状況については、「利用している」が８割強

となり、「認定こども園」（79.3%）、「認可保育園」（18.9%）、「幼稚園」（3.6%）の順となってい

ます。前回調査と比較すると、認定こども園が開設されたことにより、認可保育所が 50ポイン

ト以上減少しています。 

現在の利用の有無にかかわらず、子どもの平日の教育・保育の事業として「定期的に」利用

したいと考える事業については、「認定こども園」（74.4%）、「認可保育所」（35.3%）、「幼稚園」

（17.3%）の順となっています。 

定期的に利用している事業、定期的に利用したい事業ともに「認定こども園」が７割以上と

なっています。 

 

 

 

  

83.5%

77.1%

16.5%

22.4% 0.5%
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今回調査
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(n=201)

【定期的教育・保育事業の利用状況】

利用している 利用していない 無回答
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【未就学児】
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（４）地域の子育て支援事業の認知度・充実度 

子育て支援事業の認知度については、「子ども医療費助成」（97.7%）、「放課後児童クラブ」

（71.4%）、「保育料」（69.9%）の順となっています。 

充実度については、「充実している」と回答した割合は、「子ども医療費助成」（77.4%）、「保育

料」（27.1%）、「放課後児童クラブ」「町内保育所の建替え、改築」（26.3%）の順となっています。 

【認知度】 

 

【充実度】 

   

97.7%

69.9%

71.4%

30.8%

2.3%

29.3%

27.8%

67.7%

0.8%

0.8%
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保育料
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放課後児童クラブ
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町内保育所の建替え、改築

(n=133)

知っている 知らない 無回答
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9.0%

4.5%

6.8%

4.5%

3.8%

10.5%

23.3%
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

子ども医療費助成

（n=133）

保育料

（n=133）

放課後児童クラブ

（n=133）

町内保育所の建替え、改築

（n=133）

充実している まあまあ充実している あまり充実していない まったく充実していない 無回答
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（５）病気の際の対応 

この１年間に子どもの病気やケガで平日の定期的教育・保育事業を利用できなかった人は、

未就学児は８割強、就学児童は６割強となっています。その際に行った対処方法は、未就学児、

就学児童ともに「母親が休んだ」が７割以上、「（同居者を含む）親族・知人に子どもをみても

らった」が２割以上となっています。また、就学児童では「仕方なく子どもだけで留守番をさ

せた」が約１割となっています。 

父親、母親が休んで対処した人の病児・病後児保育施設等の利用希望は未就学児は５割弱、

就学児童は２割強となっています。病児・病後児保育の事業形態は、未就学児、就学児童とも

に「医療機関に併設した施設で子どもを保育する事業」への利用希望が７割以上と高くなって

います。 
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地域住民等が子育て家庭等の

身近な場所で保育する事業

その他

【病児・病後児保育の利用希望事業形態】

今回調査

(n=39)

前回調査

(n=42)

【未就学児】

43.8%

93.8%

18.8%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

他の施設（例：幼稚園・保育所等）に

併設した施設で子どもを保育する事業

医療機関に併設した施設で

子どもを保育する事業

地域住民等が子育て家庭等の

身近な場所で保育する事業

その他

【病児・病後児保育の利用希望事業形態】

今回調査

(n=16)

【就学児童】

※前回調査項目なし 

※前回調査項目なし 
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（６）不定期の教育・保育事業や一時預かり等の利用 

私用、親の通院、不定期の就労などの目的で不定期の教育・保育事業の利用状況については、

未就学児、就学児童ともに「一時預かり」、「幼稚園の預かり保育」（2.3%）等で１割以下とごく

少数となっており、前回調査同様、８割以上が「利用していない」としています。 

しかしながら、利用希望については、「利用したい」が未就学児で３割となっており、現状に

比べ利用希望が高い傾向にあります。利用目的としては、未就学児、就学児童ともに「冠婚葬

祭、学校行事、子ども（兄弟姉妹を含む）や親の通院など」が多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

4.5%

2.3%

0.8%

0.0%

0.0%

91.7%

2.0%

5.5%

0.5%

0.0%

0.5%

87.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一時預かり

幼稚園の預かり保育

ファミリー・サポート・センター

ベビーシッター

その他

利用していない

【不定期の教育・保育事業の利用状況】

今回調査

(n=133)

前回調査

(n=201)

【未就学児】

1.4%

0.7%

0.0%

0.0%

0.7%

93.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一時預かり

幼稚園の預かり保育

ファミリー・サポート・センター

ベビーシッター

その他

利用していない

【不定期の教育・保育事業の利用状況】

今回調査

(n=142)

【就学児童】

※前回調査項目なし 

30.1%

27.9%

62.4%

72.1%

7.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査(n=133)

前回調査(n=201)

【不定期の教育・保育事業の利用希望】

利用したい 利用する必要はない 無回答

【未就学児】

18.3% 72.5% 9.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

(n=142)

【不定期の教育・保育事業の利用希望】

利用したい 利用する必要はない 無回答

【就学児童】 

35.0%

55.0%

35.0%

2.5%

50.0%

55.4%

33.9%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

私用、リフレッシュ目的

冠婚葬祭、学校行事、子どもや親の

通院 等

不定期の就労

その他

【利用希望の目的】

今回調査

(n=40)

前回調査

(n=56)

【未就学児】

42.3%

50.0%

34.6%

3.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

私用、リフレッシュ目的

冠婚葬祭、学校行事、子どもや親の

通院 等

不定期の就労

その他

【利用希望の目的】

今回調査

(n=26)

【就学児童】

※前回調査項目なし 

※前回調査項目なし 
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（７）放課後の過ごし方 

就学児童の小学校低学年の放課後（平日の小学校終了後）の活動では、未就学児では、「放

課後児童クラブ〔学童保育〕」が７割強、「習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、学習塾な

ど）」が４割弱となっています。就学児童では「自宅」が５割強、「習い事（ピアノ教室、サ

ッカークラブ、学習塾など）」「放課後児童クラブ〔学童保育〕」が４割弱となっています。 

小学校高学年の放課後（平日の小学校終了後）の活動では、未就学児では、「習い事（ピア

ノ教室、サッカークラブ、学習塾など）」「自宅」が約６割、「放課後児童クラブ〔学童保育〕」

４割弱となっています。就学児童では「自宅」が７割弱、「習い事（ピアノ教室、サッカーク

ラブ、学習塾など）」が５割強となっています。 

前回調査と比較すると、未就学児では「祖父母宅や友人・知人宅」の割合が少なくなって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

24.2%

18.2%

39.4%

72.7%

0.0%

0.0%

36.6%

61.0%

24.4%

70.7%

0.0%

0.0%

9.8%

2.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、

学習塾など）

放課後児童クラブ（学童保育）

ファミリー・サポート・センター

児童館

放課後子ども教室

その他（公民館、公園など）

【放課後を過ごせたい場所（小学校低学年）】

今回調査

(n=33)

前回調査

(n=71)

【未就学児】

57.6%

15.2%

60.6%

39.4%

0.0%

3.0%

58.5%

26.8%

48.8%

43.9%

0.0%

0.0%

9.8%

4.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、

学習塾など）

放課後児童クラブ（学童保育）

ファミリー・サポート・センター

児童館

放課後子ども教室

その他（公民館、公園など）

【放課後を過ごせたい場所（小学校高学年）】

今回調査

(n=33)

前回調査

(n=71)

【未就学児】

※項目なし 

※項目なし 

※項目なし 

※項目なし 

54.2%

14.1%

37.3%

39.4%

2.1%

3.5%

64.9%

17.1%

45.9%

27.9%

9.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、

学習塾など）

放課後児童クラブ（学童保育）

ファミリー・サポート・センター

その他（公民館、公園など）

【放課後を過ごせたい場所（小学校低学年）】

今回調査

(n=142)

前回調査

(n=111)

【就学児童】

69.0%

12.7%

54.2%

16.2%

2.8%

4.9%

55.0%

10.8%

55.0%

7.2%

2.7%

4.5%

8.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、

学習塾など）

放課後児童クラブ（学童保育）

ファミリー・サポート・センター

児童館

その他（公民館、公園など）

【放課後を過ごせたい場所（小学校高学年）】

今回調査

(n=142)

前回調査

(n=61)

【就学児童】

※項目なし 

※項目なし 
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４ 本町における子ども子育ての課題 

 

重点課題① 子育て支援センター機能の強化 

近年の子どもを取り巻く環境のめまぐるしい変化により、家庭や地域における子育て機能の低

下や親の孤独感、子育ての負担感の増大等が問題となっています。 

アンケート結果において、保護者の病気やけが、息抜き等で、一時的に子どもを預ける必要が

生じた際、日常的・緊急時に子どもを預かってもらえる親族や友人がいる人は半数程度となって

いますが、住民同士の相互援助による助け合いの場や、必要な施設を円滑に利用・相談できる場

の充実など、地域における子育て支援の体制の整備を図る必要があります。 

本町においては、現在１か所の子育て支援センターを設置していますが、今後、子育て支援の

拠点として、交流機会の提供、情報提供や相談機能などを集約化した施設として位置づけるなど、

子育て支援センター機能の強化により、交流や情報・相談をよりわかりやすく、気軽に利用して

もらえることで子育ての負担感の緩和を図り、安心して子育て・子育ちができる環境の整備を図

ります。 

 

重点課題② 児童虐待防止対策の強化 

子どもの生命・身体の自由を脅かす児童虐待については、発生予防、早期発見、早期対応、再

発防止のための取り組みが重要です。 

児童虐待への対応については、従来より制度改正や関係機関の体制強化などにより、その充実

が図られてきました。しかし、深刻な児童虐待事件が後を絶たず、全国の児童相談所における児

童虐待に関する相談対応件数も増加を続けており、依然として社会全体で取り組むべき重要な課

題となっています。 

本町においても、児童虐待に対する相談対応件数は少数ではありますが、増加傾向にあります。 

したがって、要保護児童対策地域協議会で定期的に情報交換及び防止対策の検討に努めます。 

また、地域の子育て支援を活用して虐待を予防するとともに、養育支援を必要とする家庭を早

期に把握し、虐待の早期発見と早期対応に努め、児童相談所の権限や専門性を必要とする場合に

は早急に支援を求める等、関係機関との連携強化に取り組みます。 

 

重点課題③ 子どもの貧困対策及び経済的な支援の推進 

妊娠・出産から乳幼児期、少年期に至るまで、子育てに必要な費用は教育、保育、医療など多

分野にわたり、子育てに関する経済支援はニーズが多い分野の一つで、特に、ひとり親家庭や障

がいのある子どもがいる家庭などは、より経済支援を必要としています。 

また、生活困窮家庭の子どもについて、経済状況が学力や進学、ひいては成人後の就労などに

影響することで、結果として貧困状態の連鎖を生むことがないよう、子どもの貧困対策に取り組

むことが求められています。 

本町においては、子どもの数の減少、多世代家族の減少、ひとり親家庭の増加等により、家族

の規模が縮小しています。 
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また、アンケート結果において、働く母親、働く希望を持つ母親が増えていますが、子育ては

依然として母親に負担がかかっている状況であることから、生活環境等の変化により、子どもを

産み、育てることに対する精神的・身体的負担のかかる母親に対し、妊娠・出産期からの一貫し

た包括的支援を図る必要があります。 

すべての子どもたちが夢と希望を持って成長し続けられる社会の実現を目指し、教育・保育や

日常生活の支援、さらには保護者の就労支援や経済的支援など、子どもの貧困対策の総合的な推

進に取り組みます。 
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第３章 計画の基本的な考え方 

１ 計画の基本理念 

「子ども・子育て支援新制度」では、市町村は子ども・子育て支援の実施主体の役割を担い、

地域のニーズを踏まえ、質の高い幼児期の学校教育・保育及び地域の子ども・子育て支援事業を

総合的かつ計画的に実施することが求められています。 

本計画は、「子ども・子育て支援法」第 61条第１項に基づく計画として、子どもの最善の利益

の実現のため、父母その他の保護者が子育てについての第一義的責任を有するという基本的認識

の下に、地域全体で子どもや子育て家庭を支える社会の構築を目指します。 

基本理念においては、「第１期子ども・子育て支援事業計画」を継承し、以下のように設定しま

す。 

 

大崎町子ども・子育て支援事業計画 基本理念 

 

 

 

 

 

 

 

 

大崎町子ども・子育て支援事業計画 基本方針 

 

子どもを安心して

生み育てることが

できる、やさしい

まちづくり

明日を担う子どもた

ちが、こころ豊かで

健やかに育つ環境づ

くり

子どもを持つ人が子

育てに伴う喜びを実

感できるような環境

づくり

基本理念 

子どもが輝き、ひと・もの・自然、調和が奏でる躍動のまち 
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２ 基本的視点 

   
近年核家族化の進展や高齢化の進行により、かつては祖父母や近隣の住民等から得られてい

た子育てに対する助言や支援が得られにくいという子育て環境にあります。また、現在の親世

代の兄弟姉妹の数の減少により、自身の子どもができるまで赤ちゃんと触れ合う経験が乏しい

まま親になることが増えています。このように子育てをめぐる地域や家庭の状況は変化してい

ます。また、経済状況や企業経営を取り巻く環境が依然として厳しい中、共働き家庭は増加し

続けているとともに、非正規雇用割合も高まっています。子育てに専念して退職する者がいる

一方、就労の継続を希望しながらも、仕事と子育ての両立が困難であるとの理由により、出産

を機に退職する女性が少なからずいることなど、出産に伴う女性の就労継続も依然として厳し

い状況にあります。 

このような子どもの育ちや子育てをめぐる環境に鑑みれば、子どもが安心して育まれ、子ど

も同士が集団の中で育ち合うことができるよう、また、家庭における子育ての負担や不安、孤

立感を和らげ、父母その他の保護者がしっかりと子どもと向き合い、喜びを感じながら子育て

ができるよう、子どもの育ちと子育てを、地域や行政をはじめ、地域全体で支援していくこと

が重要です。こうした取組みを通じて全ての子どもの健やかな育ちを実現します。    
乳幼児期は、心情、意欲、態度、基本的生活習慣等生涯にわたる人格形成の基礎が培われる

重要な時期です。 

乳児期（おおむね満１歳まで）は、一般に、身近にいる特定の大人との愛着形成により、情

緒的な安定が図られるとともに、身体面の著しい発育・発達が見られる重要な時期です。子ど

もが示す様々な行動や欲求に、身近な大人が応答的かつ積極的に関わることにより子どもの中

に人に対する基本的信頼感が芽生え、情緒の安定が図られます。 

幼児期（乳児期を除く小学校就学の始期に達するまでの時期）のうち、おおむね満３歳まで

の時期は、一般に基本的な身体機能や運動機能が発達し、様々な動きを十分楽しみながら、人

や物との関わりを広げ、行動範囲を拡大させていく時期です。自分のことを信じ、見守ってく

れる大人の存在により、子どもは時間をかけて自分の感情を鎮め、気持ちを立て直すようにな

ります。安心感や安定感を得ることによって、自発的に活動するようになり、こうした自発的

な活動が主体的に生きていく基盤となります。 

幼児期のうち、おおむね３歳以上の時期は、一般に遊びを中心とした生活の中で、特に身体

感覚を伴う多様な活動を経験することにより、豊かな感性とともに好奇心、探究心、思考力が

養われ、それがその後の生活や学びの基礎になる時期となります。ものや人との関わりにおけ

る自己表出を通して、幼児の育ちにとって最も重要な自我や主体性が芽生えるとともに、人間

関係の面でも日々急速に成長する時期です。 

基本的視点１. 子どもの育ち・子育てをめぐる環境の視点 

基本的視点２. 子どもの育ちに関する視点 
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小学校就学後の学童期は、生きる力を育むことを目指し、調和のとれた発達を図る重要な時

期です。遊戯やレクリエーションを含む学習や様々な体験・交流活動のための十分な機会を提

供し、放課後等における子どもの健全な育成にも適切に配慮することが必要です。 

以上のように乳児期におけるしっかりとした愛着形成を基礎とした情緒の安定や他者への信

頼感の醸成、幼児期における他者との関わりや基本的な生きる力の獲得及び学童期における心

身の健全な発達を通じて、一人ひとりがかけがえのない個性ある存在として認められるととも

に自己肯定感をもって育まれることが可能となる環境づくりを図ります。     
関係法律に明記されているとおり「父母その他の保護者は、子育てについての第一義的責任

を有する」という基本的認識を前提とし、また、家庭は教育の原点であり、出発点であるとの

認識の下、子ども・子育て支援は進められる必要があります。子育てとは本来、子どもに限り

ない愛情を注ぎ、その存在に感謝し、日々成長する子どもの姿に感動し、親も親として成長し

ていくという大きな喜びや生きがいをもたらす尊い営みといえます。 

子ども子育て支援とは、保護者の育児を肩代わりするものではなく、保護者が子育てについ

ての責任を果たすことや、子育ての権利を享受することが可能となるよう、地域や社会が保護

者に寄り添い、子育てに対する負担や不安、孤立感を和らげることを通じて保護者が子どもと

向き合える環境を整え、親としての成長を支援し、子育てや子どもの成長に喜びや生きがいを

感じることができるような支援を行っていくことといえます。各々の子どもや子育て家庭の置

かれた状況や地域の実情を踏まえ、幼児期の学校教育・保育、地域における多様な子ども・子

育て支援の量的拡充と質的改善を図ります。     
社会のあらゆる分野における全ての構成員が、父母その他の保護者が子育てについて責任を

有していることを前提としつつ、全ての子どもの健やかな成長を実現するという社会全体の目

的を共有し、子どもの育ち及び子育て支援の重要性に対する関心と理解を深め、各々の役割を

果たすことが必要です。 

事業主においては、子育て中の労働者が男女を問わず子育てに向き合えるよう、職場全体の

長時間労働の是正、労働者の希望に応じた育児休業や短時間勤務を取得しやすい環境づくり、

職場復帰支援等の職業生活と家庭生活との両立（ワーク・ライフ・バランス）が図られるよう

な雇用環境の整備が求められます。 

子育てにおいては、地域の中で保護者同士や地域の人々とのつながりを持ち、地域社会に参

画し、連携し、地域の子育て支援に役割を果たしていくことも重要であり、ＰＴＡ活動や保護

者会活動を始め、家庭、地域、施設等子どもの生活の場を密接に連携させ、地域コミュニティ

の中で子どもを育むことが重要です。 

基本的視点３. 子育てに関する理念と子ども・子育て支援の視点 

基本的視点４．社会のあらゆる分野における構成員の責務、役割の視点 
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地域及び社会全体が、子育て中の保護者の気持ちを受け止め、寄り添い、支えることを通

じ、保護者が子育てに不安や負担ではなく喜びや生きがいを感じることができ、そして未来の

社会をつくり、担う存在である全ての子どもが大事にされ、健やかに成長できるような社会、

すなわち「子どもの最善の利益」が実現される環境づくりを行います。   
３ 施策目標 

施策目標① 質の高い教育・保育の総合的な提供 

次代の担い手である子どもが豊かな個性と感性を備え、かつ、調和のとれた人間として成長す

るために、様々な支援体制の充実に取り組みます。 

施策目標② 地域における子育て支援の充実 

子どもの幸せを第一に考えて、全ての子育てをしている人が安心して子育てができるよう、子

どもの健全な成長を地域全体で見守れる様々な子育て支援サービスの充実を推進します。 

施策目標③ 子どもの健やかな成長に向けた支援 

親が安心して子どもを生み、また全ての子どもの健やかな成長の実現に向けて、生き生きと育

つ地域づくりのため、安全かつ快適な妊娠・出産・育児の推進や子育て不安の軽減、子どもの疾

病予防を目的とした健康管理・指導を強化します。 

施策目標④ 職業生活と家庭生活の両立 

仕事と子育ての両立支援や、子育て中の家庭の負担軽減を図るため、男性を含めた働き方や就

労体系を見直し、男女がお互いに協力しあいながら子育てを行える働きやすい環境づくりに努め

ます。 

施策目標⑤ 子どもの権利を尊重する社会 

子どもの権利が尊重される社会づくりのため、子ども子育てに携わる人はもちろんのこと、す

べての町民が子どもの権利について理解を深めることができるよう、虐待、体罰、いじめの防止

などに向けた啓発活動に取り組みます。 

一人ひとりの子どもが、安心して、心身ともに健やかに成長できるよう、児童の権利擁護、児

童相談所等の専門機関との連携を図り、児童虐待防止対策の強化に努めます。 

施策目標⑥ 子どもと子育てにやさしい地域環境の整備 

子どもと子育てを行う保護者が、安心かつ安全で快適な生活を送れるよう、快適な居住環境を整備し

ます。また、核家族化の進行に伴い、隣近所との関わりは以前より薄まっている中で、犯罪の増加、凶

悪化が懸念されていることから、地域全体で子どもを見守るまちづくりに努めます。 



38 

４  施策の体系  

基本理念に基づく施策について、以下のとおり６つの柱からなる体系に整理します。                                   
 

      重点課題   

基
本
理
念 

 
 

『

子
ど
も
が
輝
き
、
ひ
と
・
も
の
・
自
然
、
調
和
が
奏
で
る
躍
動
の
ま
ち
』  そ

の
１ 

子
ど
も
の
育
ち
・
子
育
て
を
め
ぐ
る
環
境
の
視
点 

 
 

そ
の
２ 

子
ど
も
の
育
ち
に
関
す
る
視
点 

 

そ
の
３ 

子
育
て
に
関
す
る
理
念
と
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
の
視
点 

そ
の
４ 

社
会
の
あ
ら
ゆ
る
分
野
に
お
け
る
構
成
員
の
責
務
、
役
割
の
視
点 

施策目標  ６つの柱 

基本方針 ３ 

【明日を担う子どもたち

が、こころ豊かで健やか

に育つ環境づくり】 

基本方針 ２ 

【子どもを持つ人が子育

てに伴う喜びを実感でき

るような環境づくり】 

基本方針 １ 

【子どもを安心して生み

育てることができる、や

さしいまちづくり】 

柱４：職業生活と家庭生活との

両立 

柱１：質の高い教育・保育の総合

的な提供 

柱２：地域における子育ての支援 

柱６：子どもと子育てにやさし

い地域環境の整備 

基本方針 基本的視点 

柱３：子どもの健やかな成長に

向けた支援 

柱５：子どもの権利を尊重する

社会 

子育て支援
センター機
能の強化

児童虐待防
止対策の強
化

子どもの貧
困対策及び
経済的な支
援の推進
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第４章 子ども・子育て施策の展開 

施策目標１ 質の高い教育・保育の総合的な提供 

全乳幼児期は子どもたちが健やかに育ち、生涯にわたる人間形成の基礎を培う重要な時期です。 

子どもたちは、生活や遊びの中でさまざまな体験を積み重ね、人として社会で生きていくための、

最も基本となることを会得していきます。この重要な乳幼児期に、子ども一人ひとりがかけがえの

ない存在として尊重されること、それぞれの子どもがその良さや可能性を伸び伸びと発揮すること、

人の気持ちを理解し、互いを認め合い共に生きることができるようになること、このような子ども

の健やかな育ちはすべての大人や社会の願いです。 

子ども・子育て支援新制度においても、幼児教育、保育は、生涯にわたる人格形成に極めて重要

であるとの考えの下、家庭の就労状況や環境にかかわらず、希望する全ての子どもに対し、質の高

い幼児教育と保育を保障する視点から、幼保一体化の推進が進められており、本町においても国制

度の動向を踏まえた更なる推進に努めます。 

【主な事業】 

事業名等 内容 担当課 

保育所・幼稚園等環境整備
事業 

保育所における保育は保護者の労働又は疾病などの理由によ

り、保育に欠ける児童の保育を行う事業です。 

保育所・幼稚園等の受け入れ定数については待機児童はなく、

ほぼ充足されていますが、今後、社会情勢等を見ながら柔軟

に対応していきます。保育士・幼稚園教諭等の資質を向上さ

せ、保育環境の充実を図るため、研修会等の実施を進めます。 

さらに、建物の老朽化が進んでいる保育所・幼稚園等につい

ては、施設環境の改善を支援します。 

【保健福祉課】 

延長保育事業 

保護者の仕事等のため、通常の保育所の開所時間を越えて児

童の保育を希望する場合に行う事業です。 

新たに施行される子ども・子育て支援法においては、保育時

間を「保育標準時間」及び「保育短時間」の 2区分に設定し

ており、今後、利用増加が見込まれることから、事業の拡充

を図っていきます。 

【保健福祉課】 

一時預かり事業 

専業主婦家庭等の育児疲れの解消、保護者の急病や保護者の

断続的な就労形態などに対応するため、一時的に預かり保育

を行う事業です。 

新たに施行される子ども・子育て支援法においては、保護者

の就労時間について下限時間を設けており、就労時間が下限

時間未満のお子さんは、「一時預かり事業」にて対応するため、

事業の拡充を図っていきます。 

【保健福祉課】 

幼稚園延長保育（一時預か
り事業） 

保護者の仕事等のため、通常の幼稚園の開所時間を越えて児

童の保育を行います。 
【保健福祉課】 

病児保育事業 

保育所・幼稚園等に入所中の児童が病気の回復期にあり、集

団保育が困難な期間、その児童を保育所・幼稚園等や、病院

等の専用スペースにおいて一時的に預かる事業です。 

病児保育の取組については、医療機関と連携し事業実施の検

討を行います。 

【保健福祉課】 

放課後児童健全育成事業 

（放課後児童クラブ） 

就労等により保護者が昼間家庭にいない小学校の児童の健全

育成を登録制により行う事業です。 

放課後児童クラブ相互の連携を図りながら利用ニーズに対応

できる体制の整備に努めます。 

【保健福祉課】 
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①教育・保育提供施設の充実 

【施策の方向性】 

今後も子どもの幸せを第一に考えるとともに、利用者の生活実態及び意向を十分に踏まえて、

更なる教育・保育サービスの提供体制を整備します。 

また、引き続きホームページ等を活用し積極的な情報提供に努めます。 

【現状の取組】 

（保健福祉課） 

・現在町内には、保育所が２か所と認定こども園が５か所、子育て支援センターが１か所、小学校が６校と中学

校が１校あり、教育・保育サービスの体制は整備されています。 

・情報提供については、町の広報誌や、町及び各園・各校のホームページで行っています。 

 

 

②学校の教育環境等の整備 

【施策の方向性】 

次世代の担い手である子どもが、確かな学力を身に付け、豊かな心や身体を育み、個性豊か

に生きることができるよう、学校の教育環境の充実に努めます。 

また、地域及び家庭との連携を図り、地域に根差し、開かれた学校となるよう特色ある学校

づくりをめざします。 

 

【現状の取組】 

（教育委員会管理課） 

・小中連携を通した学力向上事業や体力向上事業により、各種調査結果では地区内と比較して高い状況にありま

す。また、環境省の補助事業により、町内全学校の普通教室に LED照明や空調も整備され、教育環境が充実さ

れつつあります。 

・無線 LAN整備事業やタブレットの導入など ICTの環境整備は設備導入が進んでいないため、教育環境整備が遅

れている状況です。 

 

③保育士や幼稚園教諭の確保及び資質向上 

【施策の方向性】 

今後も、大学・短大、ハローワーク等との連携により新卒者や潜在保育士の掘り起こしを行

うことで、保育士の確保に努めます。 
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また、各種研修会への参加や自園研修に積極的に取り組んでいき、保育の質の更なる向上に

も努めます。 

【現状の取組】 

（保健福祉課） 

・町内７か所の施設において、大学・短大との連携は５園、ハローワークとの連携は６園で行い保育士の採用（確

保）に努めています。また、各種研修会等への参加により保育の質の向上にも取り組んでいます。 

 

④幼・保・小の連携推進 

【施策の方向性】 

今後も引き続き「小１プロブレム」の解消に向けて、保育所・認定こども園と小学校の連携

促進に取り組みます。 

また、幼児期に身に付けてほしい基礎的・基本的な力や生活習慣などを示した取組表の導入

を進めます。 

【現状の取組】 

（保健福祉課・教育委員会管理課） 

・町内の保育所・認定こども園において、小学校の行事への参加・交流等の連携や、アプローチカリキュラムの

導入により「小１プロブレム」の解消に取り組んでいます。 

・取組表については、職員室や保育室へ掲示し全職員での共有が図られています。 

 

⑤子ども・子育て会議 

【施策の方向性】 

教育・保育施設におけるサービス向上及び利用定員の適正化に向けた取組を促進するため、

子ども・子育て会議にて評価受審を行います。 

【現状の取組】 

（保健福祉課） 

・毎年開催される子ども・子育て会議において、前年度実績にかかる評価審査を行っています。 
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施策目標２ 地域における子育て支援の充実 

子育ての第一義的な責任は保護者にありますが、一方で「子どもは社会の宝」であり、子育ては

家庭のみならず、広く社会全体で支えていくことが必要です。 

全ての子どもと子育て家庭を対象として、利用の現状や利用希望の実情などを踏まえ、地域のニ

ーズに応じた多様かつ総合的な子育て支援を量・質両面にわたり充実していくための取組を計画的

に進めます。 

【主な事業】 

事業名等 内容 担当課 

はっする広場 

在宅における支援活動として、親子が子育て支援センターで

気軽に集い、打ち解けた雰囲気の中で語り合い交流を図ると

ともに、保育士・幼稚園教諭などによる子育てについての悩

みや相談、親子のふれあい遊び、絵本の読み聞かせ等を実施

しています。 

【保健福祉課】 

地域子育て支援拠点事業 

 

地域子育て支援センターは、家庭内で保育をしている親子を

対象として、育児不安等についての相談事業、子育てサーク

ルの育成を支援します。現在 1 か所の設置箇所数を維持する

とともに、機能の充実を推進します。 

【保健福祉課】 

利用者支援事業 

子どもや保護者の身近な場所で、保育所等や子育て支援事業

に関する情報提供を行うとともに、必要に応じ相談などを行

います。 

【保健福祉課】 

ファミリー・サポート・セ
ンター事業 

乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の労働者や主婦等

を会員として、児童の預かり等の援助を受けることを希望す

る者と当該援助を行うことを希望する者との相互援助活動に

関する連絡、調整を行う事業です。 

随時、地域ニーズを把握し、事業の検討を行います。 

【保健福祉課】 

子育て支援事業 

（ひよこクラブ） 

幼稚園で開設している子育て支援は、家庭内で保育をしてい

る親子を対象として、育児不安等についての相談事業、子育

てサークルの育成を支援します。現在、月に 2回の開園を維

持するとともに、機能の充実を推進します。 

【保健福祉課】 

民生委員・児童委員活動 

地域における身近な相談者として、地域福祉の充実を図ると

ともに、児童の健全育成や保護を必要とする児童の把握、支

援を行っていきます。 

さらに、児童福祉を専門に担当する主任児童委員と協力し、

住民と協働した福祉活動の展開や情報提供を行っていきま

す。委員活動の充実や資質を高めるための研修を行っていき

ます。 

【保健福祉課】 

子育て情報の提供 

子育てをしている家庭に対し、町のホームページで子育て情

報を提供します。さらに、子育てに関する情報の収集や情報

提供について、関係機関と連携を図りながら、総合的に把握

し、情報の一元化・情報機器を活用した提供等を進めます。 

【保健福祉課】 

携帯電話を活用した子育
てに関する情報提供 

子育てに関する情報が、いつでも、どこでも入手できるよう

に携帯サイトによる情報提供を行います。 
【総務課】 

地域活動の育成 

母親クラブや子ども会の地域組織活動の育成やその指導者の

育成を図り、地域ボランティア等の協力を得て地域児童の健

全育成活動の推進に努めます。 

【教育委員会 

社会教育課】 

交流事業 

児童がゲームや遊び、宿泊体験を通して異年齢交流を行って

います。また、鹿児島県等が主催するジュニアセミナーや国

際交流キャンプに中学生の代表を派遣して、指導者となる人

材の育成を進めています。 

【教育委員会 

社会教育課】 

世代間交流事業 

（保育所・幼稚園等） 

保育所・幼稚園等が地域の活動の拠点として、保育所・幼稚

園等と地域の人々との交流及び老人福祉施設を訪問するな

ど、地域の人々との世代間交流を促進します。 

【保健福祉課】 

【教育委員会 

管理課】 
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校外生活指導活動 

小・中・高校の子どもを持つ地域住民から選出された指導委

員・補導員が、書店やコンビニエンスストア等を巡回し、青

少年に悪影響を及ぼすと思われる有害な環境がなくなるよう

関係業界に働きかけを行います。 

【教育委員会 

社会教育課】 

情報モラル教育の推進 

情報教育の指導計画を基に、学級活動、道徳、総合的な学習

の時間、技術家庭等の学習で情報モラルに関する指導を行い

ます。 

【教育委員会 

管理課】 

子育て支援パスポート事
業 

地域全体で子育て家庭を支援する気運の醸成や子育て家庭の

負担感の軽減等を目的として、県と共同して実施していきま

す。 

【保健福祉課】 

 

①子育て支援サービスの充実 

【施策の方向性】 

子どもの幸せを第一に考えるとともに、利用者の生活実態及び意向を十分に踏まえて、教育・

保育サービスの提供体制を整備します。また次代を担う子どもたちと、すべての子育て家庭へ

の支援を行う観点から、地域における様々な子育て支援サービスや、相談体制・情報提供体制

の充実を図ります。 

【現状の取組】 

（保健福祉課） 

・現在町内には、保育所が２か所と認定こども園が５か所、子育て支援センターが１か所、小学校が６校と中学

校が１校あり、教育・保育サービスの体制は整備されている。 

子育て支援センターでは、保護者からの電話相談や、来所相談を受けたり、月１回の保健師による育児相談を

行なったりしている。 

情報提供については、町の広報誌や、町及び各園・各校のホームページで行なっている。 

 

②次代の親の育成 

【施策の方向性】 

保護者に対しての教育・相談については、今後も健診や相談の場を活用し育成に努めます。 

次代の親の育成については、保育所や認定こども園、学校等との連携を図り育成方法のあり

方について、検討していきます。 

 

【現状の取組】 

（保健福祉課） 

・乳幼児とその保護者に対しては、乳幼児健診や育児相談など教育や相談の場を設けているが、次代の親に対し

ての体験学習等は出来ていない状況です。 
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③家庭や地域の教育力の向上 

【施策の方向性】 

家庭教育学級の各学校での開催状況を改めて精査し、課題を浮き彫りにすることで学級の充

実を図ります。人材についての課題については、学校応援団等の活用により地域と一体化した

学習、実践活動が出来るような体制づくりに努めます。 

特に各分館で行われる個別行事への積極的な参加を図ることで、教育力の醸成に努めていき

ます。 

【現状の取組】 

（社会教育課） 

・各学校に於いて家庭教育学級を開催しており、成果はあると考えられるが、家庭教育学級のテーマ設定に苦慮

している様子も伺えます。 
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施策目標３ 子どもの健やかな成長に向けた支援 

子どもの病気や事故に対して、親や周囲の人は、常に子どもの状態や環境を考慮して、その予防

対策を行う必要があります。 

子どもの病気の予防については、乳幼児健康診査の健診のほか、予防接種が有効であり、接種に

対する保護者等の理解を深め、予防接種率を高く維持することが大切です。 

妊娠中の母体および胎児の健康を確保し、安全な出産を確保するためには、正しい知識や情報に

基づいた妊娠初期からの健康管理と、家族、職場、地域の理解が必要です。 

さらに、思春期には、過度のダイエットや夜更かしといった日常生活上のことだけでなく、喫煙

や飲酒、性に関する問題行動や、最近問題となっている薬物乱用まで、子どもたちを取り巻く状況

は決して楽観視できるものではありません。 

思春期の子どもたちが、これらのリスクについて理解し、適切な対応を取ることができるように

するため家庭、学校、地域が一体となって見守ることが大切です。 

 

【主な事業】 

事業名等 内容 担当課 

乳児家庭全戸訪問事業（こ
んにちは赤ちゃん事業） 

全ての乳児のいる家庭を訪問し、子育ての孤立化を防ぐため

に、その居宅において様々な不安や悩みを聞き、子育て支援

に関する必要な情報提供を行うとともに、支援が必要な家庭

に対しては適切なサービス提供に結びつけることにより、地

域の中で子どもが健やかに育成できる環境整備を図ります。 

【保健福祉課】 

養育支援訪問事業 

育児ストレス、産後うつ病、育児ノイローゼ等の問題によっ

て、子育てに対して不安や孤立感等を抱える家庭や、様々な

原因で養育支援が必要となっている家庭に対して、保健師等

による具体的な養育に関する指導助言等を訪問により実施し

ます。 

【保健福祉課】 

母子健康手帳交付及び 

妊婦健康診査事業 

妊娠の届出があった妊婦に対し母子健康手帳と、妊婦が費用

を心配せずに健診を受けられるよう妊婦健康診査受診票を 14 

枚交付し、専門医療機関を受診することにより妊婦の健康保

持・増進を図ります。 

【保健福祉課】 

妊産婦・新生児・乳幼児訪
問事業 

生活環境・健康上のハイリスク者で訪問による指導が必要な

妊産婦、第 1 子や出産前後に異常があった新生児や訪問希望

者に保健師・助産師が訪問指導を行っています。また、各種

乳幼児健診・相談後の経過観察児、健診未受診児に対し、訪

問指導を行っています。生活環境や健康などで不安を持つ妊

産婦、経過観察児、育児不安を持つ家庭を訪問し指導に努め

ます。 

【保健福祉課】 

乳幼児健康診査事業 

身体計測・問診・観察・診察などで、疾病や心身障がいの早

期発見に努め、早期治療・早期療育を促すとともに、身体及

び精神発達の確認を行います。ただし、9～11か月児健診につ

いては医療機関に委託で実施しています。また精密検査等必

要に応じて関係機関との連携を図ります。 

乳児期からの栄養相談・指導、虫歯の予防、親子ふれあい遊

び等の育児指導で生活習慣の自立などの育児支援を行い、乳

幼児の健全な発育発達を促すため引き続き実施します。 

【保健福祉課】 

つくしんぼ教室 

（親子教室） 

幼児健診のフォロー教室として親子のふれあい遊びや素材遊

びなど、子どもと保護者が楽しい小集団活動を体験しながら

早期からの愛着形成を促していきます。また、子どもの状況

について理解を深めることで、必要に応じてより密度の濃い

丁寧な支援につなげていきます。 

【保健福祉課】 
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歯科検診及びフッ素 

塗布事業 

幼児健診及び歯科相談時に、歯科医師が歯科検診、また歯科

衛生士による口腔内観察・歯科指導並びにフッ素塗布を行い、

乳幼児の虫歯予防の啓発に努めます。（歯科相談時は検診な

し） 

【保健福祉課】 

フッ化物洗口事業 

保育所・幼稚園及び小中学校で集団フッ化物洗口（週 5～6回

法）に取り組み、むし歯予防を図ります。 

【保健福祉課・ 

教育委員会 

管理課】 

母子相談事業 

健康に関する来所及び電話相談に常時対応できるよう保健師

等を配置しています。妊娠届出時及び妊娠期の相談指導や育

児相談、情報提供及び適切な機関の紹介などを行っています。

また、定期的な乳幼児相談（育児相談、1歳児相談）を行い、

発育発達の相談を受け育児についての不安軽減を図っていま

す。 

不安が解消されない場合には、訪問し、適切な機関を紹介す

るとともに、妊婦・乳幼児等の健康保持・増進・育児不安の

軽減につながるための事業を進めます。 

【保健福祉課】 

不妊治療費助成事業 

不妊治療を受けている夫婦に対し、治療に要する費用の一部

を助成することにより、経済的負担の軽減を図り、安心して

子どもを産み育てることのできる環境づくりを推進します。 

【保健福祉課】 

妊婦・乳幼児栄養指導 

母体の健康及び胎児の発育、乳幼児期の栄養教育は健康と食

習慣形成の上で重要であり、母子手帳交付時、乳幼児健診、

各種相談・教室などで行っています。 

個人の状況や発達段階に合わせた栄養教育を進めます。 

【保健福祉課】 

保育所・幼稚園等調理 

担当者研修会 

保育所・幼稚園等の調理担当者を対象に食事の作り方・栄養

価の計算・アレルギー対応等の研修会を行っています。また、

栄養士等が毎月の献立表を作成し、各施設に提供しています。 

保育所・幼稚園等に入所している児童の食育の推進など健康

管理を含め、栄養面やアレルギー等に配慮し、食生活全般が

向上するような指導を進めます。 

【保健福祉課】 

保育所・幼稚園等栄養士に
よる食指導の実施 

保育所・幼稚園等では、食事の指導とクッキング保育に取り

組み、望ましい食指導の定着に努めます。また、保護者に対

して食習慣の啓発活動を行います。 

【保健福祉課】 

性教育の実施 

学校教育において児童生徒の心身の発達における男女の役割

と責任を生理学的、倫理学的面から理解し、性に対する健全

な態度を培い現代社会にふさわしい性道徳を確立するための

教育を進めています。 

助産師や医療機関と連携した研修を行い、児童生徒への指導

の充実と保護者への啓発に努めます。 

【教育委員会 

管理課】 

喫煙・飲酒・薬物乱用 

防止教育の実施 

学校教育において児童生徒の心身の発達における健康で安全

な生活を送るための基礎を培うため、喫煙・飲酒・薬物乱用

の防止に関する認識を深め、現在及び将来において健康で安

全な生活を送る態度を育成する教育を進めています。 

警察や医療機関などの関係機関と連携した教育を行い、児童

生徒の健康で安全な生活を築こうとする態度の育成と保護者

への啓発に努めます。 

【教育委員会 

管理課】 

予防対策事業 

感染症の発生及び蔓延予防のため、法で定められた定期の予

防接種を行っています。各予防接種は、総合的に 70%の接種率

を維持しており、一層の接種率の向上を目指すとともに、疾

病の発症及び蔓延の防止に努めます。 

小学校では学校医による健康診断を行い、病気の予防・保健

指導を行い、児童生徒の保健指導等の充実を図ります。 

安心して相談できるよう、電話やホームページを活用した育

児相談を行っています。関係機関と連携し相談体制の充実を

図ります。 

【保健福祉課】 

産後ケア事業 
出産後、特に育児支援を必要とする母子を対象に心身の安定

と育児不安の解消を図ります。 
【保健福祉課】 

新生児聴覚検査 
新生児（生後 28日以内）に対して、聴力検査を行い聴覚障害

の早期発見を行います。 
【保健福祉課】 
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①子どもや母親の健康の確保 

【施策の方向性】 

母親自身が満足できる妊娠・出産・産褥期(さんじょくき)を過ごし、より良い育児、親子関

係のスタートとなるよう妊娠早期からの保健指導の実施とともに、安全性を確保しつつ満足で

きる出産について妊娠中の母親が主体的に選択できるように情報の提供を行います。 

【現状の取組】 

（保健福祉課） 

・母子手帳交付は、保健師が実施し、個別で必要な情報提供を行っています。また、必要な方には訪問や電話に

よる継続的な支援を行っています。 

 

②食育の推進 

【施策の方向性】 

生涯にわたる健康づくりの基本となる「食」の大切さを広めていく観点から、乳幼児期から

思春期まで発達段階に応じた食に関する情報の提供等を行い、心と身体の健康づくりを推進し

ます。また、栄養士の確保について取り組みます。 

【現状の取組】 

（保健福祉課） 

・乳幼児健診や育児相談時に在宅栄養士による食育講座や個別相談を行っています。常勤栄養士不在のため、単

発的な支援になりやすい状況にあります。 

 

③思春期保健対策の充実 

【施策の方向性】 

学校や保健所などの関係機関等との連携により、健康づくりに関する基礎的な知識と、性・

薬物等の問題に関する正しい知識の普及や心身の悩みに関する相談・支援体制の充実を図り、

思春期の心身の健康づくりを支援します。 

【現状の取組】 

（保健福祉課） 

・個々のケースにおいては学校や保健所と連携を図って対応しています。知識の普及等、集団教育においては、

学校や保健所にて行なっています。 
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④小児医療の充実 

【施策の方向性】 

安心して子どもを産み、健やかに育てることが出来るように、小児保健医療水準の維持向上

及び疾病や障がいの早期発見・早期対応に努めるとともに、保護者の医療費負担の軽減を図り

ます。 

【現状の取組】 

（保健福祉課） 

・乳幼児健診時、必要な方には精密医療券を発行し、医療機関へつないでいます。 

・子ども医療費の助成(高校卒業年度末までの医療費の助成)を実施しています。 
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施策目標４ 職業生活と家庭生活の両立 

現在の少子化の背景には、働き方をめぐるさまざまな課題があります。共働き世帯が増加してい

るにもかかわらず、働き方の選択肢が十分に整っていないことで、女性にとって未だに就労と出産・

子育てが二者択一となっている状況が存在しています。 

また、育児・介護休業制度はあるものの、実際に育児休業を取得する父親は少ないのが現状です。 

このような状況のもと、男女がともに子育てを担い、仕事と家庭生活の両立を支援するため、「ワ

ーク・ライフ・バランス」を、子育て家庭・事業所・地域全体で推進していくことが求められてい

ます。 

 

【主な事業】 

事業名等 内容 担当課 

公営（町営）住宅等の 

整備・充実 

大崎町公営住宅等長寿命化計画に基づき、ニーズに即した公

営住宅等の整備を図ります。また、子育て世帯向け住宅の整

備など定住化推進に努めます。 

【建設課】 

女性の広場推進会議 

地域における男女共同参加型社会の形成に向けて、女性に関

する施策の企画及び推進をするために「男女共同参画推進大

会」等を開催して、問題点の抽出や課題の解決策に取り組み、

町の施策に反映するように努めます。 

【企画調整課】 

男女共同参画の推進 

男女が互いに尊重し、認め合い、社会活動のあらゆる分野に

共同して参画できる男女共同参画社会の実現のため、男女共

同参画プランの推進に努めます。 

また、家庭における家事・育児などを男女がともに担い、支

えあえるような社会環境をつくるよう啓発に努めます。 

【企画調整課】 

延長保育事業（再掲） 
保護者の仕事等のため、通常の保育所の開所時間を越えて児

童の保育を希望する場合に行う事業です。 
【保健福祉課】 

一時預かり事業（再掲） 

専業主婦家庭等の育児疲れの解消、保護者の急病や保護者の

断続的な就労形態などに対応するため、一時的に預かり保育

を行う事業です。 

【保健福祉課】 

幼稚園延長保育（一時預か
り事業）（再掲） 

保護者の仕事等のため、通常の幼稚園の開所時間を越えて児

童の保育を行います。 

【保健福祉課】 

 

病児保育事業（再掲） 

保育所・幼稚園等に入所中の児童が病気の回復期にあり、集

団保育が困難な期間、その児童を保育所・幼稚園等や、病院

等の専用スペースにおいて一時的に預かる事業です。 

病児保育の取組については、関係機関と実施に向け、今後検

討を進めます。 

【保健福祉課】 

放課後児童健全育成事業
（放課後児童クラブ）（再
掲） 

登録制により、就労等により保護者が昼間家庭にいない小学

校の児童の健全育成を行う事業です。 

放課後児童クラブ相互の連携を図りながら利用ニーズに対応

できる体制の整備に努めます。 

【保健福祉課】 

 

①仕事と生活の調和の実現のための働き方の見直し 

【施策の方向性】 

性別に関わらず、すべての労働者が、働き方を見直し仕事時間と生活時間のバランスの取れ

た職場環境を実現させるため、国・県・関係団体等との連携を図りながら、労働者、事業主、
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地域住民等の意識改革のための広報・啓発・情報提供に努めます。 

なお、手法等について改善を加え、意識改革につながる啓発活動を行なっていきます。 

【現状の取組】 

（企画調整課） 

・働き方改革関連法の施行に伴う広報資料等の掲示は行っていますが、積極的な広報活動には至っていない状況

です。 

 

②仕事と子育ての両立の推進 

【施策の方向性】 

保育サービス及び放課後児童健全育成事業の充実等、子育て家庭の多様な就労形態に対応し

た子育て支援を継続かつ充実させ、多様化する子育て家庭の形態に対応した支援の展開に努め

ます。 

【現状の取組】 

（保健福祉課） 

・町内２か所の保育所と５か所の認定こども園でそれぞれ延長保育を行っています。放課後児童クラブにおいて

は町内６か所となっています。 

・一時預かりについては、一部の施設のみで実施しています。 

・病児保育については、志布志市内の小児科を利用した後、本町から志布志市へ利用分の負担金を支払うという

方式で実施しています。 
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施策目標５ 子どもの権利を尊重する社会 

子どもの権利が尊重される社会づくりのため、子ども子育てに携わる人はもちろんのこと、すべ

ての町民が子どもの権利について理解を深めることができるよう、虐待、体罰、いじめの防止など

に向けた啓発活動に取り組みます。 

一人ひとりの子どもが、安心して、心身ともに健やかに成長できるよう、児童相談所等の専門機

関との連携を図り、児童虐待防止対策の強化に努めます。 

 

【主な事業】 

事業名等 内容 担当課 

児童虐待防止 

大崎町・消防・医療機関はもとより、児童相談所や警察など

子どもに関係する機関が連携して子育てや児童の虐待防止な

どの対応を行っていきます。 

定期的に連絡会議を開催するなど関係機関とのネットワーク

の強化を図り、迅速な問題解決に取り組みます。 

◇大崎町要保護児童対策地域協議会 

【保健福祉課】 

子ども医療費助成制度 
高校卒業年度末までの入院・通院費とも自己負担額の全額を

助成します。 
【保健福祉課】 

ひとり親家庭医療費 

助成事業 

18歳に達する日以後の最初の 3月 31日までの児童又は 20歳

未満で法令等に規定する障がいの状態にある児童とこれを監

護するひとり親の父又は母を対象に医療費の一部を助成し、

ひとり親家庭の生活の安定と福祉の向上を図ります。 

【保健福祉課】 

親になるための交流事業 
中・高生等が保育所・幼稚園等での職場体験等を通じて、幼

児と交流できる場の提供を行います。 

【教育委員会 

管理課】 

スクールカウンセラー、心
の教室相談員等の充実 

いじめ・不登校等への対応、問題行動等の防止に向けて教師

と連携を行っています。 

保護者も含めた相談体制の充実を図ります。 

【教育委員会 

管理課】 

児童虐待防止・早期発見事
業 

妊娠届出時から乳幼児健診まで問診項目で生活・子育て環境

を把握し、早期支援を行っています。 

子育て支援の必要な親の早期発見、早期支援を図るための事

業を進めます。大崎町における児童虐待の早期発見、早期対

応、家族支援、発生防止等に適切に対応するために、関係機

関との連絡網の整備及び協力体制の確立を図ります。 

【保健福祉課】 

児童扶養手当支給事業 
父親又は母親のいない児童の家庭や、親に代わってその児童

を養育している方に手当を支給します。 
【保健福祉課】 

母子及び父子家庭 

自立支援給付金事業 

母子家庭の母又は父子家庭の父の就業を効果的に促進し、自

立に向けた支援を図ります。 
【保健福祉課】 

児童手当 
家庭生活の安定と次代を担う児童の健全育成、資質向上を図

るため、手当を支給します。 
【保健福祉課】 

保育料の軽減 

子育てにかかる保護者の経済的負担を軽減するため、国が定

めた保育料基準額より低い保育料徴収基準額を定め、保育料

の軽減を行っています。 

【保健福祉課】 

多子世帯保育料等軽減事
業 

子育てにかかる経済的負担の軽減を目的に、認可保育所並び

に私立幼稚園に入所、就園する多子世帯の第 3子以降の保育

料等を軽減します。 

【保健福祉課】 

自立支援医療（育成医療） 

身体に障がいのある児童の障がいに係る医療費の自己負担額

を軽減するものです。 【保健福祉課】 

軽度・中等度難聴児 

補聴器助成事業 

身体障がい者手帳交付対象とならない難聴児童の補聴器の購

入費の一部を助成します。 【保健福祉課】 
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①犯罪等の被害防止活動 

【施策の方向性】 

防犯思想の普及・啓発に努めるとともに、地域ぐるみで住民一人ひとりの防犯に対する意識

の高揚を図ります。 

また、子どもを犯罪等の被害から守るため、関係機関・団体と連携し、情報交換を行います。 

今後も犯罪情報などが関係機関から寄せられた場合、速やかに住民に対して周知することで

犯罪抑止に努めます。  

【現状の取組】 

（保健福祉課） 

・町の公用車に設置しているドライブレコーダーの映像情報を警察署に提供する協定を結ぶなど、関係機関との

連携を行なっています。 

・犯罪や学童帰宅時の見守活動情報などを集落発送や防災行政無線などを通じて発信することで、犯罪の抑止に

努めています。 

 

②児童虐待防止対策の充実 

【施策の方向性】 

児童虐待に関する相談については、必要に応じ県児童相談所や民生委員・児童委員等と連携

し、虐待を受けた子どもの保護を図るとともに、保護者に対する適切な助言・指導・支援等を

行います。虐待を受けている児童や支援を必要としている家庭に対し、適切な対応をするため

要保護児童対策協議会を中心として、これまで以上に関係機関や職員の間で情報や考え方を共

有し、大隅児童相談所とも連携の上、児童虐待の発生予防・早期発見のための取組や相談支援

体制の強化の児童虐待防止対策の充実を図ります。 

なお、必要に応じ「子ども家庭総合支援拠点」の整備を検討します。 

【現状の取組】 

（保健福祉課） 

・虐待が疑われる通報や情報提供を受けた場合には、家庭訪問を行うとともに状況確認のため保育所や認定こど

も園、教育委員会、小中学校等と連携し施設や職員間での情報共有に努めています。 

 

③ひとり親家庭等の自立支援の推進 

【施策の方向性】 

ひとり親家庭の自立支援については、県の実施する子育て・生活支援策である「ひとり親家

庭等日常生活支援事業」、就業支援策である「ひとり親家庭等就業・自立支援センター事業」や、
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「ひとり親家庭自立支援給付金事業」「ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業」、養育費

の確保支援策である「ひとり親家庭等就業・自立支援センター事業」の窓口的役割の充実に努

めるとともに、県の自立支援員と連携を図りながら、相談指導体制の充実に努めます。 

また、情報提供や医療費助成制度については従来どおり継続するとともに、相談内容に応じ

て、ハローワークが実施している支援事業等の情報提供も行なっていきます。 

【現状の取組】 

（保健福祉課） 

・自立支援員については、配置していません。 

・就学等の自立に必要な情報として、母子父子寡婦福祉資金貸付金制度について窓口相談で周知しています。ま

た、ひとり親家庭等の経済的な負担を軽減する医療費助成制度を継続的に実施しています。 

④障がい児施策の充実 

【施策の方向性】 

保健・医療・福祉の連携を密にし、障がいの早期発見、早期治療や療育等の体制を整備しま

す。なお、就学前の子どもについては、健康増進係が中心、また就学期の子どもについては、

教育委員会が中心となり、庁内関係部門での情報共有、保育所、認定こども園、学校との連携

を図り、引き続き各種施策、相談体制の充実を図ります。 

医療的ケア児とその家族が身近な地域で必要な支援を受けられるように、保健、医療、福祉、

教育、保育などの関係機関等が連携し、地域における情報の共有や課題の整理を行うとともに、

地域資源の開発など支援体制の構築に取り組みます。 

【現状の取組】 

（保健福祉課） 

・乳幼児期の健康診査において、障がいや発達の遅れなどを早期発見し、保健・福祉部門と連携し療育等につな

げています。 

 

⑤子ども等にかかる各種費用の支給・助成 

【施策の方向性】 

子育て家庭の生活の安定を図るため、各種手当の支給や助成を行います。 

【現状の取組】 

（保健福祉課） 

・国の制度に則り、児童手当等の給付事業を実施しています。 

・子ども医療費助成制度として、高校卒業年度末までの医療費の助成事業、父子・母子家庭等への児童扶養手当

の給付や医療費助成事業、障がいのある児童を監護している父母や養育者への特別児童扶養手当の給付を行な

っています。 
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施策目標６ 子どもと子育てにやさしい地域環境の整備 

子どもを安心して生み育てるための住環境、道路・交通環境等の整備や、子どもの安全を確保す

るための交通安全教育や犯罪の未然防止の取組を進めます。 

【主な事業】 

事業名等 内容 担当課 

公営（町営）住宅等の 

整備・充実 

大崎町公営住宅等長寿命化計画に基づき、ニーズに即した公

営住宅等の整備を図ります。また、子育て世帯向け住宅の整

備など定住化推進に努めます。 

【建設課】 

定住住宅取得補助事業 

町内に住宅を新築または購入する義務教育終了前の子を扶養

している方等に対し、その費用の一部を助成します。（一定の

要件があります。） 

【企画調整課】 

定住促進賃貸住宅家賃補
助事業 

転入世帯または新婚世帯の世帯主に対し、民間賃貸住宅の家

賃の一部を助成します。（一定の要件があります。） 【企画調整課】 

街頭補導活動事業 

青少年の非行防止のため、地域での取組を支援していくとと

もに、家庭、地域の協力を得ながら関係機関と連携を図り、

専任補導員による街頭補導活動、学校の長期休業日やイベン

ト等の特別街頭補導を行っています。 

これら非行防止のため、連携を強化し、防止活動の充実を推

進します。 

【教育委員会 

社会教育課】 

安全な歩道整備事業 
安全で歩きやすい歩道の確保やゆとりのある歩行空間に配慮

した歩道造成、拡幅に努めます。 
【建設課】 

公共建築物のユニバーサ
ルデザインの推進 

新たに建設される公共建築物については多目的トイレを設置

しています。 

施設によってはトイレ内にベビーシートを設けたり、女性用

トイレにも小児用小便器を設置するなど、整備を図ります。 

【建設課】 

子どもの遊び場整備 

子どもやお年寄りはもちろん障がいのある方にも使用しても

らえるよう地域住民の意見を取り入れた公園の整備を進めて

おり、小規模公園も視野に入れながら整備に努めます。 

【建設課】 

交通安全広報の推進 

心身の発達段階に応じて基本的な交通マナーを実践する態度

を習得させるため、町の広報誌や、チラシを配布し、保護者

ぐるみの交通安全教育を推進します。 

【総務課】 

交通安全教室 

子どもを対象として、警察・自動車学校の協力により、ダミ

ー人形や腹話術等の視聴覚教材を使った参加・体験・実践型

の交通安全教室を行っており、内容の充実に努めます。 

【総務課】 

民間における交通安全の
確保 

民間においても交通安全の講習会やチャイルドシートの効果

や正しい使用方法の普及活動を行っています。 

今後も民間の活動団体と連携を取りながら、子ども等の交通

安全対策を進めます。 

【総務課】 

地区防犯協会への支援 
地域の実態に即した安全活動の推進・広報啓発活動の推進等

による防犯活動を行っており、今後も支援します。 
【総務課】 

街路灯及び防犯灯の 

維持管理 

町公設街路灯及び防犯灯の維持管理を行っており、今後も支

援に努めます。 
【総務課】 

「子ども 110 番の家」 

（サポートハウス） 

子どもが不審者から声をかけられたりした場合等、子どもが

かけ込むことができる「子ども 110 番の家」があり、今後も

支援します。 

【総務課】 

防犯啓発活動 

防犯対策として全戸に啓発チラシを配布するとともに防犯街

宣を行っており、今後も啓発活動を進めます。 

また、子どもが自ら身を守るための防犯研修に取り組みます。 

【総務課】 

チャイルドシート貸出事
業 

乳幼児の安全確保及びチャイルドシートの活用意識の高揚を

図るため、原則 4歳未満の児童を養育する方にチャイルドシ

ートの貸し出しを行います。 

【保健福祉課】 
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①子育て支援ネットワークづくり 

【施策の方向性】 

必要な情報をわかりやすく提供するため、町ホームページの充実を図ります。また、パソコ

ンからインターネットを利用していない住民に対しても、携帯電話において閲覧が可能な子育

て情報サイトの充実を図ります。 

なお、定期的に子育て支援サイトの見直しを行い、最新の情報を提供できるように努め、子

育てにやさしい地域環境の充実を図ります。 

【現状の取組】 

（保健福祉課） 

・子育てに関する各種支援策等の情報を、町ホームページで発信しています。その中で、子育て支援携帯向けサ

イトも設けています。 

 

②児童の健全育成 

【施策の方向性】 

各地区組織等の協力を得て、子どもたちの健全育成の理解を地域全体で深めていくとともに、

指導者、保護者の育成を支援します。 

これまでの事業の見直を図り、より多くの子どもたちの健全育成に努めます。また、指導者

の育成に関しても様々な会合や研修等を重ね知見の研鑽に努めます。 

【現状の取組】 

（社会教育課） 

・様々な体験活動を通して自立心の向上や、地域の人々等とのふれあいによる子どもたちの健全育成に関する事

業を実施していますが、一定の成果は見られるものの参加者が少ないことが課題です。 

 

③世代間交流の促進 

【施策の方向性】 

子どもたちが「生きる力」を習得するためにも学校での学習の一方、世代の異なる人たちと

の交流体験を通じ、自ら考え自主的な判断ができる基礎環境の醸成を支援します。 

【現状の取組】 

（社会教育課） 

・各種講座やサロンを通じ、世代間交流が円滑に継続できています。 
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④有害環境対策の推進 

【施策の方向性】 

子どもの健全育成に関する相談体制や情報提供の充実を図るとともに、補導活動等の強化を

図ります。 

また、各種団体、組織及び警察等の関係機関との緊密な連携を図りながら、子どもを取り巻

く有害環境対策を推進していきます。 

【現状の取組】 

（社会教育課） 

・各種団体や組織及び警察等との連携は継続しており、強固に展開されています。 

 

⑤安全な道路交通環境の整備 

【施策の方向性】 

すべての人々が、安全かつ快適に歩行や移動ができ、さまざまな社会活動に参加できるよう、

歩道の段差解消や勾配の緩和等バリアフリーやユニバーサルデザインに配慮した道路の整備

に努めます。 

また、道路の危険箇所については、道路改良やロードミラー・防護柵などの交通安全施設の

整備を推進します。 

 

【現状の取組】 

（総務課・建設課） 

・改良工事区間については、バリアフリー対応での整備を行なっています。 

・交通安全施設の整備については、毎年度実施しています。 

・住民等から寄せられたロードミラーや防護柵の設置要望などについては、現地を検討して危険な場合は整備を

進めるなど対応を行なっています。 
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⑥安心して外出できる環境の整備 

【施策の方向性】 

妊産婦や子育て家庭等、すべての人が安心して外出できるよう、公共施設や公共交通機関の

バリアフリー化等を促進します。 

 

【現状の取組】 

（総務課） 

・庁舎のバリアフリー化については、これまで車椅子利用時のスロープ整備や段差を解消するゴムマットの設置

などを行なっています。 

・各公共施設についても構造上の制約など課題もあるが、施設の状況に応じた創意工夫により可能な範囲内で順

次整備されています。 

 

⑦安全・安心まちづくりの推進 

【施策の方向性】 

防犯に対する意識の高揚を図るため、広報活動の充実や各地区の防犯団体等の育成強化に努

めるとともに、防犯灯の整備充実を推進します。また、関係機関との連携協力を深め、明るい

まちづくりを推進します。 

小中学校の通学路や保育所・認定こども園のお散歩道路などへの防犯カメラ設置等の検討を

行い、早急な整備に努めます。 

【現状の取組】 

（総務課） 

・職員による青色パトロールの実施や、危機管理統括官による学校下校時の見守り活動を実施することにより、

子どもたちが安心して下校できる環境に努めています。 

 

⑧交通安全教育の推進 

【施策の方向性】 

子どもを交通事故から守るため、警察、保育所、認定こども園、学校、関係民間団体等との

連携・協力体制の強化を図り、総合的な交通事故防止対策を推進します。また、関係機関・団

体等と連携し、情報交換・情報提供を行い、運転者、歩行者等の道路利用者に対する交通法令

等の遵守や、交通マナーやモラルの向上等交通安全意識の高揚を図ります。 
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【現状の取組】 

（総務課） 

・保育所・認定こども園・小学校を対象として、鹿児島県警のひまわり号による交通安全教室を実施し、子ども

たちに分かりやすい交通ルールの教育を行なっています。 

・町の交通安全協会の協力を得て交通安全教室を実施するとともに、交通安全町民運動推進協議会を通じて、関

係機関と交通法令等の遵守について周知を図っています。 
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第５章 事業計画（子ども・子育て支援事業計画） 

１ 子ども・子育て支援新制度概要及び前提条件について 

子ども・子育て支援新制度では、以下の子ども・子育てに係るサービス・事業を提供すること 

としています。 

◆ 子育て支援の給付と事業の全体像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※子ども・子育て支援新制度：平成 24年 8月に成立した「子ども・子育て支援法」など子ども・子育て関連 3法に基

づく制度。平成 27年 4月から本格施行。  

①利用者支援事業 

②地域子育て支援拠点事業 

③妊婦健康診査 

④乳児家庭全戸訪問事業 

⑤養育支援訪問事業 

⑥子育て短期支援事業 

⑦子育て援助活動支援事業 

⑧一時預かり事業 

⑨延長保育事業 

⑩病児保育事業 

⑪放課後児童健全育成事業 

⑫実費徴収に係る補足給付を行う事業 

⑬多様な事業者の参入促進・能力活用事業 

地域子ども・子育て支援事業 子ども・子育て支援給付 

施設型給付費 

●認定こども園 

●幼稚園 

●保育所 

地域型保育給付費 

施設型給付費 
児童手当 

●小規模保育 

（定員は６人以上19人以下） 

●家庭的保育 

（保育者の居宅などにおいて保育を行います。 

定員は５人以下） 

●居宅訪問型保育 

（子どもの居宅において保育を行います） 

●事業所内保育 

（事業所内の施設などにおいて保育を行います） 

施設等利用費 

●幼稚園（未移行） 

●特別支援学校 

●預かり保育事業 

●認可外保育施設等 

次代の社会を担う児童の健やかな成長の

ため、０歳から中学校修了前の児童を養育

している保護者などに手当を支給します。 



60 

子ども・子育て支援新制度において、保護者が子どものための教育・保育給付（施設型給付及

び地域型保育給付）を受けるには、その子どもの保育の必要性について、国の定める客観的な基

準に基づいた市町村の認定を受ける必要があります。認定区分は次の３区分です。 

◆ 認定区分 

 

 

 

 

 

国の指針に基づき、子ども・子育て支援に係る現在の利用状況及び潜在的な利用希望を把握し

た上で、令和２年度からの５年間における「教育・保育」と「地域子ども・子育て支援事業」の

量の見込みを定めるとともに、その提供体制の確保の内容、実施時期などを盛り込むこととなっ

ています。本町では、平成 30年度に実施したニーズ調査をもとに、事業の利用実績や現在の供給

体制、今後の動向などを総合的に判断し、量の見込みを設定しました。 

◆ 量の見込みの算出手順 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

・ 利用者支援事業 

・ 地域子育て支援拠点事業 

・ 妊婦健康診査 

・ 乳児家庭全戸訪問事業 

・ 養育支援訪問事業 

・ 子育て短期支援事業 

・ 子育て援助活動支援事業 

・ 一時預かり事業 

・ 延長保育事業 

・ 病児保育事業 

・ 放課後児童健全育成事業 
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国の算出手引きに基づき、量の見込み及び確保の内容の算定の基礎となる令和２～６年度まで

の人口推計は、平成 26～30年の住民基本台帳をもとに、※コーホート変化率法により算出しまし

た。 

※コーホート変化率法とは、ある一定期間における人口の変化率に着目し、その間の人口変化率が対象地域の年齢別人

口変化の特徴であり、将来にわたって維持されるものと仮定して、将来人口を算出する方法である。 

◆ 年齢区分別児童人口推計 

  令和 2年 令和 3年 令和 4年 令和 5年 令和 6年 

0歳 90 86 80 78 73 

1歳 92 91 87 81 79 

2歳 96 94 93 89 83 

3歳 94 94 92 91 87 

4歳 106 95 95 93 92 

5歳 84 105 94 94 92 

6歳 85 83 105 94 94 

7歳 100 88 86 109 98 

8歳 107 95 84 81 104 

9歳 107 108 96 85 82 

10歳 97 107 108 96 85 

11歳 82 96 106 107 95 

合計 1,140 1,142 1,126 1,098 1,064 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 教育・保育の提供区域の設定 

本町では、教育･保育の区域は、区域内の量の見込み、量の調整に柔軟に対応できることや、利

用者の細やかなニーズ（勤務状況に合わせた保育所利用、教育･保育の特性を踏まえた選択肢）に

柔軟に対応できること、特色のある教育・保育を利用者が選べるなどのメリットから、町全域（１

区域）で教育･保育の量の見込みを定めていきます。 

大崎町における教育・保育の提供区域：１区域 

278 271 260 248 235 

284 294 281 278 271 

292 266 275 284 296 

286 311 310 288 262 

0
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400
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1,200

令和2年 令和3年 令和4年 令和5年 令和6年

０～２歳 ３～５歳 ６～８歳 ９～１１歳
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３ 教育・保育事業の量の見込みと確保方策 

設定した「量の見込み」に対応するよう、「教育・保育施設および地域型保育事業による確保の内

容および実施時期（確保方策）」を設定します。 

教育・保育の量の見込みは、令和６年度時点で１号認定（幼稚園・認定こども園）が 73人、２号

認定（保育所・認定こども園）が 168 人、3 号認定（保育所・認定こども園）が 155 人、合計 396

人の利用が見込まれます。 

 

教育・保育の量の見込み 

区 分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

１号認定（認定こども園） (a) 77  76  76  75  73  

【３～５歳】 1号認定 69 67 68 67 65 

2号認定(教育ニーズ) 8 9 8 8 8 

2号認定（保育所・認定こども園） (b) 175  172  170  168  168  

【３～５歳】 保育ニーズ 175  172  170  168  168  

3号認定（保育所・認定こども園） (c) 170  167  164  160  155  

【０～２歳】 0歳児 30  29  28  27  26  

1-2歳児 140  138  136  133  129  

2号認定(保育ニーズ)＋3号認定 345  339  334  328  323  

合計(a+b+c) 422  415  410  403  396  

 

 

（１）１号認定（３～５歳（２号認定(教育ニーズ）を含む)の確保方策 

１号認定は、認定こども園にて対応します。 

令和６年度の確保方策は95人で、計画期間中の量の見込みの73人の確保は可能です。   
１号認定（幼稚園・認定こども園）量の見込み・確保方策 

区分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

①量の見込み 77  76  76  75  73  

②確保方策(利用定員数) 95 95 95 95 95 

 認定こども園 95 95 95 95 95 

②-①過不足 18 19 19 20 22 
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（２）2 号認定（認可保育所・認定こども園）の確保方策 

２号認定は、「認可保育所」、「認定こども園」で対応します。 

令和６年度の確保方策は199人で、計画期間中の量の見込みの168人の確保は可能です。  
２号認定(保育ニーズ）量の見込み・確保方策 

区分 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

①量の見込み 175  172  170  168  168  

②確保方策(利用定員数) 199 199 199 199 199 

 

認定こども園 142 142 142 142 142 

認可保育所 57 57 57 57 57 

②-①過不足 24 27 29 31 31 

 

 

（３）3 号認定（認可保育所・認定こども園）の確保方策 

３号認定は、「認可保育所」、「認定こども園」で対応します。 

０歳においては、令和６年度の確保方策は54人で、計画期間中の量の見込みの26人の確保は可

能です。 

１～２歳においては、令和６年度の確保方策は 147人で、計画期間中の量の見込みの 129人の確

保は可能です。 

３号認定(０歳児・１-２歳児）量の見込み・確保方策 

区分 

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

0歳 1-2歳 0歳 1-2歳 0歳 1-2歳 0歳 1-2歳 0歳 1-2歳 

①量の見込み 30 140 29 138 28 136 27 133 26 129 

②確保方策(利用定員数) 54 147 54 147 54 147 54 147 54 147 

 

認定こども園 43 120 43 120 43 120 43 120 43 120 

認可保育所 11 27 11 27 11 27 11 27 11 27 

②-①過不足 24 7 25 9 26 11 27 14 28 18 

保育利用率の目標設定 

区分 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

０歳 60.0% 62.8% 67.5% 69.2% 74.0% 

１～２歳 78.2% 79.5% 81.7% 86.5% 90.7% 

０～２歳 72.3% 74.2% 77.3% 81.0% 85.5% 

保育利用率：各利用定員数／各年齢の推計人口 
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４ 地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策 

（１）利用者支援事業 

【事業概要】                                             

子育て家庭や妊産婦が、教育・保育施設や地域子ども・子育て支援事業、保健・医療・福祉等

の関係機関を円滑に利用できるように、身近な場所での相談や情報提供、助言等必要な支援を行

うとともに、関係機関との連絡調整、連携・協働の体制づくり等を行う事業です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【確保の方針】                                             

令和２年度から「子育て世代包括支援センター」を設置致します。 

 

【基本型・特定型】 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

量の見込み（か所） 0 0 0 0 0 

確保方策（か所） 0 0 0 0 0 

 

【母子保健型】 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

量の見込み（か所） 1 1 1 1 1 

確保方策（か所） 1 1 1 1 1 
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（２）延長保育事業 

【事業概要】                                             

保育認定を受けた子どもについて、通常の利用日及び利用時間以外の日及び時間において、認

定こども園、保育所等において保育を実施する事業です。 

 

【確保の方針】                                             

  現在、本町では７か所において実施しており、今後も同様の実施に努めます。 

計画最終年の令和６年度では、利用ニーズ及び実績等から 141人の利用が見込まれ、全ての方

への対応は可能です。 

就労形態の多様化に伴う保育需要に対応するため、通常保育を延長した保育に努めます。 

 

 
実績 

(平成 30年度) 
令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

量の見込み（人） 110 157 158 151 147 141 

確保方策（人） 113 157 158 151 147 141 

施設数（か所） 7 7 7 7 7 7 

 

 

（３）乳児家庭全戸訪問事業 

【事業概要】                                             

生後２か月から４か月までの乳児のいる家庭を訪問し、親子の心身の状況や養育環境の把握を

行い、支援が必要な家庭に対しては、適切なサービス提供に結びつけることを目的とした事業で

す。 

【確保の方針】                                             

  計画最終年の令和６年度では、利用ニーズ及び実績等から 73 人の利用が見込まれ、全ての方

への対応は可能です。 

乳児のいる家庭を保健師又は訪問員が訪問し、さまざまな不安や悩みを聞き、子育て支援に関

する必要な情報提供に努めます。 

 

 
実績 

(平成 30年度) 
令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

量の見込み（人） 61 90 86 80 78 73 

確保方策（人） 94 90 86 80 78 73 
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（４）養育支援訪問事業 

【事業概要】                                             

養育支援訪問事業は、養育支援が特に必要な家庭に対して、その居宅を訪問し、養育に関する

指導・助言等を行うことにより、当該家庭の適切な養育の実施を確保する事業です。 

 

【確保の方針】                                             

  計画最終年の令和６年度では、利用ニーズ及び実績等から 24 人の利用が見込まれ、全ての方

への対応は可能です。 

養育環境に課題がある世帯に対しては、要保護児童対策協議会と連携を図り、養育支援訪問事

業の継続に努めます。 

 

 
実績 

(平成 30年度) 
令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

量の見込み（人） 26 30 29 27 26 24 

確保方策（人） 9 30 29 27 26 24 
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（５）放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

【事業概要】                                             

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、授業の終了後に小

学校の余裕教室、児童館等を利用して適切な遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図る

事業です。 

【確保の方針】                                             

  現在、本町では６か所において実施しており、今後も同様の実施に努めます。なお、計画最終

年の令和６年度では、利用ニーズ及び実績等から 222人の利用が見込まれています。 

国の「新・放課後子ども総合プラン」に沿って、放課後子供教室と放課後児童クラブの関係者

が情報共有を図るなど連携して放課後子供対策に取り組みます。 

 

 
実績 

(平成 30年度) 
令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

量 の 見 込 み

（人） 

 194 222 209 213 217 222 

１年生 73 88 83 85 86 88 

２年生 63 58 55 56 57 58 

３年生 42 48 45 46 47 48 

４年生 4 19 18 18 19 19 

５年生 9 3 3 3 3 3 

６年生 3 6 5 5 5 6 

確保方策（人） 293 222 209 213 217 222 

施設数（か所） 6 6 6 6 6 6 

 

（６）子育て短期支援事業 

【事業概要】                                             

保護者の疾病等の理由により家庭において養育を受けることが一時的に困難となった児童に

ついて、児童養護施設等に入所させ、必要な保護を行う事業で、短期入所生活援助事業（ショー

トステイ事業）及び夜間養護等事業（トワイライトステイ事業）です。 

 

【確保の方針】                                             

  現在、本町ではトワイライトステイは実施していませんが、ショートステイ１か所において実

施しており、今後も同様の実施に努めます。計画最終年の令和６年度では、利用ニーズ及び実績
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等からショートステイ９人の利用が見込まれ、全ての方への対応は可能です。 

保護者の病気、疲労等により家庭で養育することが一般的に困難になった児童を保護します。

また、夫等の暴力から一時的に逃れるためや経済的な理由により緊急一時的に保護が必要になっ

た母子の保護を行います。 

 

【ショートステイ】 
実績 

(令和元年度) 
令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

量の見込み（人日） 0 10 10 10 10 9 

確保方策（人日） 14 10 10 10 10 9 

確保方策（か所） 1 1 1 1 1 1 

 

【トワイライトステイ】 
実績 

(令和元年度) 
令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

量の見込み（人日） - - - - - - 

確保方策（人日） - - - - - - 

確保方策（か所） - - - - - - 

 

（７）地域子育て支援拠点事業 

【事業概要】                                             

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報の提供、

助言その他の援助を行う事業です。 

 

【確保の方針】                                             

  現在、本町では、一般型を１か所において実施しており、今後も同様の実施に努めます。 

計画最終年の令和６年度では、利用ニーズ及び実績等から 306人の利用が見込まれ、全ての方

への対応は可能です。 

子育てについての相談、情報の提供、助言その他の援助に努め、地域の子育て支援機能の充実、

子育ての不安感の緩和等を図り、子どもの健やかな育ちを支援します。 

 

 
実績 

(平成 30年度) 
令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

量の見込み（人） 270 363 353 339 323 306 

確保方策（人） 353 363 353 339 323 306 

施設数（か所） 1 1 1 1 1 1 
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（８）一時預かり事業 

【事業概要】                                             

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、主として昼間におい

て、認定こども園、幼稚園、保育所、地域子育て支援拠点その他の場所で一時的に預かり、必要

な保護を行う事業です。 

 

【確保の方針】                                             

  現在、本町では、幼稚園型を除く一時預かりは実施していませんが、幼稚園型を１か所におい

て実施しており、今後も同様の実施に努めます。 

計画最終年の令和６年度では、利用ニーズ及び実績等から幼稚園型 4,633人日の利用が見込ま

れ、全ての方への対応は可能です。 

保護者の就労や、疾病・入院、災害・事故、育児等に伴う心理的・肉体的負担の解消のため、

一時的に認定こども園、幼稚園、保育所などで保育に努めます。 

 

【幼稚園型】 
実績 

(平成 30年度) 
令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

量の見込み 

（人日） 

１号認定 4,400 4,855 5,026 4,804 4,752 4,633 

２号認定 - - - - - - 

計 4,400 4,855 5,026 4,804 4,752 4,633 

確保方策（人日） 4,505 4,855 5,026 4,804 4,752 4,633 

施設数（か所） 1 1 1 1 1 1 

 

【幼稚園型を除く】 
実績 

(平成 30年度) 
令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

量の見込み（人日） - 591 569 561 539 531 

確保方策（人日） - - - - - - 

施設数（か所） - - - - - - 
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（９）病児保育事業 

【事業概要】                                             

病児について、病院・保育所等に付設された専用スペース等において、看護師等が一時的に保

育等を実施する事業です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【確保の方針】                                             

  現在、本町では実施していませんが、今後、事業の実施においては、計画最終年の令和６年度

までに１か所の実施を図ります。 

 

 
実績 

(平成 30年度) 
令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

量の見込み（人日） 58 108 108 104 101 97 

確保方策（人日） - 0 0 0 0 97 

確保方策（か所） - 0 0 0 0 1 
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（10）ファミリー・サポート・センター事業（子育て援助活動支援事業） 

【事業概要】                                             

乳幼児や小学生等の児童を有する子育て中の保護者を会員として、児童の預かり等の援助を受

けることを希望する者と、当該援助を行うことを希望する者との相互援助活動に関する連絡、調

整を行う事業です。 

 

【確保の方針】                                             

  現在、本町では実施していませんが、今後、事業の実施においては、計画最終年の令和６年度

までに１か所の実施を図ります。 

 

 
実績 

(平成 30年度) 
令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

量の見込み（人日） - 15 15 15 15 13 

確保方策（人日） - 0 0 0 0 13 

確保方策（か所） - 0 0 0 0 1 

 

 

（11）妊婦健康診査 

【事業概要】                                             

妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診査として、①健康状態の把握、②

検査計測、③保健指導を実施するとともに、妊娠期間中の適時に必要に応じた医学的検査を実施

する事業です。 

 

【確保の方針】                                             

計画最終年の令和６年度では、利用ニーズ及び実績等から延べ 1,260人の利用が見込まれ、全

ての方への対応は可能です。 

 

 
実績 

(平成 30年度) 
令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

量の見込み（人日） 905 1,260 1,260 1,260 1,260 1,260 

確保方策（人日） 1、260 1,260 1,260 1,260 1,260 1,260 
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（12）実費徴収に係る補足給付を行う事業 

【事業概要】                                             

各施設事業者において実費徴収を行うことが出来ることとされている①食事の提供に要する

費用及び②日用品、文房具等の購入に要する費用等について、低所得世帯を対象に費用の一部を

補助する事業です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【確保の方針】                                             

  現在、本町では実施していませんが、今後、事業の実施においては、必要に応じて検討を行い

ます。 

 

（13）多様な事業者の参入促進・能力活用事業 

【事業概要】                                             

多様な事業者の新規参入を支援するほか、特別な支援が必要な子どもを受け入れる認定こども

園の設置者に対して、必要な費用の一部を補助する事業です。 
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【確保の方針】                                             

  現在、本町では実施していませんが、今後、事業の実施においては、必要に応じて検討を行い

ます。 
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５ 幼児期の学校教育・保育の一体的な提供及び推進方策 

幼稚園、保育所でこれまで培ってきた知識・技能を生かしつつ、幼児期における子ども一人ひ

とりの育ちを支援する質の高い教育・保育を一体的に提供します。 

特定教育保育施設においては、幼稚園教育要領、保育所保育指針、幼保連携型認定こども園教

育・保育要領、学習指導要領についての理解を深めるとともに、研修や会議等を通じて異なる施

設相互の連携を強化しつつ、町内の施設全体として、小学校就学後を見据えた教育・保育の連続

性・一貫性を確保します。 

 

６ 子育てのための施設等利用給付の円滑な実施の確保 

幼児教育の負担軽減を図る少子化対策や生涯にわたる人格形成の基礎を培う幼児教育の重要

性に鑑み、国の施策として幼児教育・保育の無償化を実施するため、子ども・子育て支援法が改

正されました。この改正により、従来から子ども・子育て支援新制度における「子どものための

教育・保育給付」により給付対象とされていた幼稚園、保育所等の保育料が無償化されるほか、

これまで法に位置づけされていなかった新制度に移行していない幼稚園や認可外保育施設、幼稚

園預かり保育等を利用した際の利用料に対する給付制度が「子育てのための施設等利用給付」と

して創設されました。 

このことを踏まえ、本町では、子育てのための施設等利用給付の給付申請については、保護者

の利便性や過誤請求・支払いの防止等を考慮し、各利用施設において取りまとめを依頼するとと

もに、施設等利用給付の公正かつ適正な支給の確保に取り組むこととしています。 

また、特定子ども・子育て支援施設等の確認や指導監督等については、施設等の所在、運営状

況、監査状況等の情報提供、立入調査への同行、関係法令に基づく是正指導等の協力を要請する

ことができることを踏まえ、鹿児島県との連携や情報共有を図りながら、適切な取組を進めてい

きます。 
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７ その他推進方策 

（１）産前・産後の休業及び育児休業後における特定教育・保育施設等の円滑な利用の確保 

保護者が、産前・産後休業、育児休業明けに希望に応じて円滑に幼稚園、保育所等を利用でき

るよう、産前・産後休業、育児休業期間中の保護者に対する情報提供や相談支援等を行います。 

また、ニーズ調査結果を踏まえて設定した教育・保育の量の見込みを踏まえ、計画的に施設整

備を行います。 

 

（２）労働者の職業生活と家庭生活との両立に必要な雇用環境の施策との連携 

多様な生き方・働き方が浸透する中、家族との時間を大切にする働き方も重視されており、働

き方の見直しを進め、職場優先の意識を解消し、家族との時間を大切にできる職場環境づくりの

促進に継続して取り組みます。 

具体的には、育児休業制度の定着・促進や労働時間の短縮に向けた企業を含めた関係機関での

取り組みを継続します。 

また、父親が子育てに参加できるような各種講座を開催するなど、すべての人が多様な働き方、

特に仕事と家庭生活のバランスがとれた働き方が選択できるよう、社会全体で支える環境の整備

に努めます。 

 

（３）子どもに関する専門的な知識及び技術を要する支援 

  ①児童虐待防止対策の充実 

要保護児童対策地域協議会など関係機関との連携による虐待防止ネットワーク等による相

談窓口や相談体制の整備等のきめ細やかな対応を一層充実し、発生予防、早期発見、早期対応、

再発防止のための取組を進めます。なお、必要に応じ「子ども家庭総合支援拠点」の整備を検

討します。 

また、健康診査や保健指導等の母子保健活動や地域の医療機関等との連携、乳児家庭全戸訪

問事業の実施等を通じて、妊娠、出産及び育児期に養育支援を必要とする子どもや妊婦の家庭

を早期に把握するとともに、自主事業として取り組んでいる養育支援事業につなげていきます。 

 

  ②社会的養護体制の維持・確保 

保護者のいない児童や保護者に監護させることが適当でない児童を、公的責任で社会的に養

育し保護するとともに、養育に大きな困難を抱える家庭への支援を行う社会的養護体制を整備

しています。 

今後も、子どもが健やかに成長するため、関係機関の理解と協力を通じ、地域の中で社会的

養護が行える体制の維持確保に努めます。 
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  ③障がい児施策の充実 

障がい児施策は、教育・保育等に携わるものの専門性の向上、専門家の協力で、子どもが将

来的に自立し社会参加するための力を培うため、各施策を連携し、総合的に推進します。 

また、保護者への情報提供を行い、事業利用の円滑化を図ります。   
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８ 国の「新・放課後子ども総合プラン」に基づく本町の取組について 

全ての児童が放課後等を安全・安心に過ごし、多様な体験・活動を行うことができるよう、国は

「新・放課後子ども総合プラン」を策定し、放課後児童クラブ及び放課後子供教室の計画的な整備

の方向性が示されています。 

本町においても、前述の放課後児童クラブの量の見込み（必要事業量）に対する確保方策を推進

するほか、放課後子供教室についても、令和６年度までに既存の教室を基礎として、保護者の就労

の有無に関わらない、児童の安全・安心な居場所づくりに努めます。 

なお、新・放課後子ども総合プランの推進にあたっては、放課後児童クラブ及び放課後子供教室

の一体的な、又は連携による実施についても検討していくほか、確保方策としては、小学校の余裕

教室の活用等も検討しつつ、町の教育部門と福祉部門が連携して取り組んでいきます。 

 

 

 

（１）放課後児童クラブの年度ごとの量の見込み及び目標整備量 

（放課後児童クラブ） 

平成30年度に国が策定した「新・放課後子ども総合プラン」に基づき、学年ごとの量

の見込みを行い、女性就業率の上昇、共働き世帯の増加に伴う学童保育のニーズに対応

する体制の確保に努めます。放課後児童クラブについては、現在、町内６か所で行なっ

ています。 
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（放課後子供教室） 

地域の実情に合わせ、放課後子供教室の実施等や小学校区内の余裕教室等の活用を含

め、児童の放課後の居場所が確保できるように努めます。 

 

（２）一体型の放課後児童クラブ及び放課後子供教室の2023年度に達成されるべき目標事業量 

一体型の放課後児童クラブ及び放課後子供教室については、今後、保護者のニーズ、地

域の動向を踏まえ事業実施の必要性を関係機関で協議し、地域の実情に応じて放課後児童

クラブと放課後子供教室の連携が図れる体制の整備に努めます。 

 

（３）放課後子供教室の2023年度までの実施計画 

事業実施の必要性を関係機関で協議し、地域の実情に応じて、放課後子供教室の実施に

ついて検討します。 

 

（４）放課後児童クラブ及び放課後子供教室の一体的な、又は連携による実施に関する具体的な

方策 

本町内には放課後子供教室の実施施設がなく、事業実施の必要性を関係機関で協議しま

す。 

 

（５）小学校の余裕教室等の放課後児童クラブ及び放課後子供教室への活用に関する具体的な 

方策 

放課後児童クラブ及び放課後子供教室の小学校の余裕教室の活用については、必要に応

じて、関係機関と協議を行います。 

 

（６）放課後児童クラブ及び放課後子供教室の実施に係る教育委員会と福祉部局の具体的な連携

に関する方策 

本町においては、放課後児童クラブの事業は保健福祉課、放課後子供教室の事業は教育

委員会で担当しており、両事業の実施については学校との調整が不可欠であるため、教育

委員会と連携し、情報共有を図り、必要に応じて協議を行います。 

 

（７）特別な配慮を必要とする児童への対応に関する方策 

必要があれば関係機関と協議のうえ、放課後活動への登録に配慮し、対象児童の様子の

把握に努めます。 
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（８）地域の実情に応じた放課後児童クラブの開所時間の延長に係る取組 

開設事業者と協議し、利用者のニーズにあった開所時間の把握と設定に努めます。 

 

（９）各放課後児童クラブが、別途（新・プラン3④）に記載した放課後児童クラブの役割をさら

に向上させていくための方策 

放課後児童クラブの役割を徹底し、子どもの自主性、社会性等のより一層の向上を図る

ため、開設事業者と連携し、子どもの発達段階に応じた育成と環境づくりに努めます。 

 

（10）別途（新・プラン4④）に掲げた放課後児童クラブの役割を果たす観点から、各放課後児

童クラブにおける育成支援の内容について、利用者や地域住民への周知を推進させるため

の方策 等 

本町が発行している「子育てパンフレット」により周知を図るとともに、関係機関と継

続的に情報共有ができる体制づくりを目指します。  
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第６章 計画の推進と進行管理 

１ 計画の推進体制 

本計画は、庁内関係各課、関係機関団体と連携して推進を図るとともに、町内の教育・保育事

業者、学校、事業所、住民が協働し、子ども・子育て支援施策の充実に取り組みます。 

本計画を着実に推進していくには、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の実施主体で

ある認定こども園、幼稚園、保育所等や地域子ども・子育て支援事業の担い手が、おのおのの役

割を果たすとともに、相互に連携を図っていくことが重要です。 

本町も、「子どもが輝き、ひと・もの・自然、調和が奏でる躍動のまち」をスローガンとして、

それぞれの施設が適切に役割を果たし、相互の連携を図り、子育てにやさしいまちづくりを目指

します。 

 

２ 計画の進行管理 

この計画（Plan）の達成状況(利用定員数や施策取組)を得るためには、計画に基づく取り組み

（Do）の達成状況を継続的に把握・評価（Check）し、その結果を踏まえた計画の改善（Act）を

図るといった、PDCAサイクルによる適切な進行管理が重要となります。  

このため、計画内容の審議にあたった「大崎町子ども・子育て会議」において、毎年度の進捗

状況について審議し、取り組みの進捗管理を行っていきます。 

なお、計画期間の中間年に当たる令和４年度には、幼児期の教育・保育の量の見込みと確保方

策及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと確保方策について、事業計画策定時の推計と

過去２年間の実績等を比較し、保育の量の見込みのほか、地域子ども・子育て支援事業について、

事業計画の見直しを行うこととします。 

   

計画の策定(見直し)

計画の実施

教育・保育の確保

子ども・子育て会議

毎年の事業点検・評価

PLAN

事業の見直し・改善

ACTION DO

CHECK
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第７章 資料編 

１ 大崎町子ども・子育て会議条例 

 

大崎町子ども・子育て会議条例 

平成25年９月19日条例第13号 

大崎町子ども・子育て会議条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、子ども・子育て支援法（平成24年法律第65号。以下「法」という。）第77条

第３項の規定に基づき、同条第１項の合議制の機関として設置する大崎町子ども・子育て会議（以

下「子育て会議」という。）の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

（所掌事務） 

第２条 子育て会議は、法第77条第１項各号に掲げる事項を処理するとともに、本町の子ども・子

育て支援に関し、町長が必要と認める事項について調査審議する。 

（組織） 

第３条 子育て会議は、委員15人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、町長が委嘱し、又は任命する。 

(１) 法第６条第２項に規定する保護者 

(２) 法第７条第１項に規定する子ども・子育て支援に関する事業に従事する者 

(３) 学識経験者 

(４) 関係行政機関の職員 

(５) その他町長が必要と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前

任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（会長） 

第５条 子育て会議に会長を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、会務を総理し、子育て会議を代表する。 
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３ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ指名した委員がその職務

を代理する。 

（会議） 

第６条 子育て会議の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 会議は、委員の半数以上が出席しなければ、開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

４ 会長は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求め、その意見を聴くこと

ができる。 

（庶務） 

第７条 子育て会議の庶務は、保健福祉課において処理する。 

（委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、子育て会議の組織及び運営に関し必要な事項は、町長が別

に定める。 

附 則 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ この条例の施行の日以後最初に委嘱される委員の任期は、第４条の規定にかかわらず、平成27

年３月31日までとする。 
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２ 令和元年度 大崎町子ども・子育て会議委員名簿 

 

  構   成 職 名 等 氏  名 

1 小学校に通う児童の保護者 大崎小学校ＰＴＡ 玉田 直美 

2 保育園に通う児童の保護者 中沖保育園保護者会 中川 敏章 

3 認定子ども園に通う児童の保護者 大崎幼稚園ＰＴＡ 古屋敷 優花 

4 保育園の代表者 菱田保育園園長 甲斐﨑 中 

5 認定子ども園の代表者 大崎幼稚園園長 三浦 敏春 

6 小学校長の代表者 菱田小学校長 山鹿 真人 

7 民生委員・児童委員の代表者 民生委員・児童委員協議会会長 神田 博臣 

8 主任児童委員の代表者 主任児童委員 宮下 和子 

9 行政機関 副町長 千歳 史郎 

10 行政機関 教育長 藤井 光興 

11 行政機関 総務課長 佐藤 一郎 

12 行政機関 管理課長 川添 俊一郎 

13 行政機関 社会教育課長 今吉 孝志 

14 町長が必要と認める者 大崎町議会議長 宮本 昭一 

15 町長が必要と認める者 大崎町議会総務厚生委員長 神﨑 文男 
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３ 用語集 

  
 

１号認定子ども 

満３歳以上で教育のみを必要とする児童。 

 

２号認定子ども 

満３歳以上で施設等での保育を必要とする児童。 

 

３号認定子ども 

満３歳未満で施設等での保育を必要とする児童。 

  
 

育児休業 

育児・介護休業法に基づく制度で、働いている人が１歳未満の子どもを養育するために休業を取得す

ることができるというもの。事業主に書面で申請することにより、原則として子ども１人につき１回、

１歳に達するまでの連続した期間、育児休業を取得することができる。事業主は原則として申請を拒否

することも、これを理由に解雇等不利益な取扱いをすることも禁じられている。なお、子どもが１歳に

達する日においていずれかの親が育児休業中であり、かつ保育所入所を希望しているが入所できない場

合など一定の事情がある場合には、子どもが１歳６か月に達するまで休業期間を延長することができる。 

 

一時預かり事業 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳児又は幼児について、主として昼間におい

て、保育所その他の場所において、一時的に預かり、必要な保護を行う事業。 

 

医療的ケア児 

医学の進歩を背景として、ＮＩＣＵ等に長期入院した後、引き続き人工呼吸器や胃ろう等を使用し、 

たんの吸引や経管栄養などの医療的ケアが日常的に必要な児童のこと。 

 

延長保育 

通常の利用日や利用時間以外の日・時間において、保育所などで行う保育をいう。 

 

オレンジリボン 

子ども虐待防止のシンボルマーク。子ども虐待をなくすことを呼びかける市民運動（オレンジリボン

運動）を通して子どもの虐待の現状を伝え、多くの方に子ども虐待の問題に関心を持っていただき、市

民のネットワークにより、虐待のない社会を築くことを目指す。 

 

あ行 

数字 
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家庭的保育 

主に満３歳未満の乳児・幼児を対象とし、家庭的な雰囲気のもとで、少人数（定員５人以下）を対象

にきめ細かな保育を行う。 

 

教育・保育施設 

認定こども園法・学校教育法・児童福祉法に規定された認定こども園・幼稚園・保育所をいう。 

 

居宅訪問型保育 

主に満３歳未満の乳児・幼児を対象とし、個別のケアが必要な場合などに、保護者の自宅で１対１の

保育を行う。 

 

子育て支援事業 

児童の健全な育成のために市区町村が行う事業として、児童福祉法に規定されているもの。具体的に

は、放課後児童健全育成事業、子育て短期支援事業、乳児家庭全戸訪問事業、養育支援訪問事業、地域

子育て支援拠点事業、一時預かり事業などがある。 

 

子育て短期支援事業 

保護者の病気、出産、仕事などの理由により一時的に子どもを養育することが困難になった場合に、

一定期間子どもを預かり保護者に代わって養育する事業(ショートステイ)と保護者の残業や変則勤務

などの事由により、帰宅が夜間や深夜となる場合など生活指導などの面で困難となった場合に、保護者

が帰宅するまで子どもを預かり養護する事業(トワイライトステイ)。 

 

子ども家庭総合支援拠点 

子どもとその家庭及び妊産婦等を対象に、実情の把握、子ども等に関する相談全般から通所・在宅支

援を中心としたより専門的な相談対応や必要な調査、訪問等による継続的なソーシャルワーク業務など、

地域のリソースや必要なサービスと有機的につないでいくソーシャルワークを中心とした機能を担う

拠点。 

 

子ども・子育て支援法 

子どもを養育している者に対して社会全体で必要な支援を行うことにより、一人ひとりの子どもが健

やかに成長できる社会の実現を目的とする法律。自治体、事業主、国民の責務を定めるとともに、子ど

も・子育て支援給付として、手当や教育・保育の給付について規定されている。 

 

合計特殊出生率 

一人の女性が生涯に何人の子どもを産むかを示す値。総人口が増えも減りもしない均衡状態の合計特

殊出生率は 2.07だといわれているが、2005（平成 17）年には 1.26となり、過去最低を記録した。2017

（平成 29）年は 1.43となったが少子化傾向は続いている。 

か行 
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時間外保育事業（延長保育事業） 

保育所において、通常の保育時間を超えて児童を預かる事業。 

 

事業所内保育 

主に満３歳未満の乳児・幼児を対象とし、事業所内の施設において、事業所の従業員の子どものほか、

地域の保育を必要とする子どもの保育を行う。 

 

施設型給付 

教育・保育施設（認定こども園・幼稚園・保育所）を対象とした給付をいう。 

 

出生率 

一定期間の出生数の人口に対する割合。人口 1、000人当たりの年間の出生児数の割合をいう。 

 

小規模保育 

主に満３歳未満の乳児・幼児を対象とし、少人数（定員６～19 人）を対象にきめ細かな保育を行う。 

 

少子化 

全人口に対する子どもの人口の割合が減少していく社会的現象のこと。統計的には年少人口の比率で

示される。原因は出生数の減少であり、出生数についての指標は合計特殊出生率によって示されること

が多い。 

 

次世代育成支援対策地域行動計画 

次世代育成支援対策推進法の制定により、地方公共団体および事業主が国の行動計画策定指針に基づ

き策定することとなった行動計画のこと。子育て環境の整備、仕事と子育ての両立のための取組等につ

いて、具体的な目標が設定されている。 

 

次世代育成支援対策推進法 

急速な少子化の進行や家庭および地域を取り巻く環境の変化にかんがみ、次世代育成支援対策を迅速

かつ重点的に推進し、次代の社会を担う子どもが、健やかに生まれ育成される社会の形成に資すること

を目的とする法律である。国、地方公共団体、事業主、国民の責務を明らかにし、国に行動計画策定指

針、地方公共団体および事業主に行動計画の策定を義務付けている。 

 

児童 

児童福祉法においては、18 歳未満の者を児童と定義し、１歳に満たない者を「乳児」、１歳から小学

校就学の始期に達するまでの者を「幼児」、小学校就学の始期から 18歳に達するまでの者を「少年」と

分けている。 

さ行 
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児童虐待 

親が自分の子どもに対し、自分の思いどおりにならない時などに折檻すること。極端な場合は食事を

与えなかったり、過度の体罰を与えたりするなどして、死に至らしめることもある。児童虐待の防止等

に関する法律では、保護者がその監護する児童に対し、①児童の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれ

のある暴行を加えること、②児童にわいせつな行為をすること又はさせること、③児童の心身の正常な

発達を妨げるような著しい減食又は長時間の放置、保護者以外の同居人による虐待の放置その他の保護

者としての監護を著しく怠ること、④児童に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な対応、児童の目の前

でのドメスティックバイオレンス（配偶者間暴力）、その他児童に著しい心理的外傷を与える言動を行

うこと、と定義されている。 

 

児童相談所 

各都道府県、指定都市及び児童相談所設置市に設置される児童福祉の専門かつ中核機関。法律上の名

称は児童相談所だが、都道府県等によっては呼称が異なる場合がある。虐待、育児、健康、障害、非行

など、子どもに関する様々な相談などに応じ、必要に応じて一時保護や児童福祉施設への入所措置、子

どもと保護者への相談援助活動などを行う。 

 

児童手当 

家庭等における生活の安定に寄与するとともに、次代の社会を担う児童の健やかな成長に資すること

を目的として、日本国内に居住している者が、児童を監護し、生計を維持している場合に支給される手

当。法律改正により子ども手当制度を経て、現在は中学校修了前までの児童に支給される。 

 

児童福祉法 

次代の社会の担い手である児童一般の健全育成と福祉の積極的増進を基本精神とする、児童の福祉に

関する基本法。児童の福祉を保障するための原理として、「すべて国民は、児童が良好な環境に生まれ心

身ともに健やかに育成されるよう努めなければならない」こと及び「国及び地方公共団体は、児童の保

護者とともに、児童を心身ともに健やかに育成する責任を負う」ことを明示し、その理念のもと、18歳

未満の児童に対する福祉施策のため、児童福祉審議会、児童福祉司、児童委員、保育士、福祉の保障、

事業、養育里親及び施設、費用等について定めている。 

 

児童扶養手当 

父母が婚姻を解消した児童及び父又は母が一定の障害の状態にある児童等の母（父）がその児童を監

護するとき、又は母（父）以外の者がその児童を養育するときに、その母（父）又は養育者に対し支給

される。支給対象となる児童は 18歳に達する日以後の最初の 3月 31日までの間にある者であるが、一

定の障害者である場合は 20 歳未満の者も含まれる。また、受給資格者本人又はその扶養義務者等の前

年の所得が一定額以上であるときは、手当の全部又は一部が支給停止される。 
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短期入所生活援助（ショートステイ）事業 

 保護者の疾病や仕事等の事由により児童の養育が一時的に困難となった場合、又は育児不安や育児疲

れ、慢性疾患児の看病疲れ等の身体的・精神的負担の軽減が必要な場合に、児童を児童養護施設等で一

時的に預かる事業。 

 

地域型保育給付 

地域型保育事業を対象とした給付をいう。 

 

地域型保育事業 

少人数の単位で、主に満３歳未満の乳児・幼児を預かる事業のことで、家庭的保育、小規模保育、事

業所内保育、居宅訪問型保育の４つをいう。 

 

地域子育て支援センター事業（地域子育て支援拠点事業） 

乳幼児のいる子育て中の親子の交流や育児相談、情報提供等を実施する事業。 

 

地域子ども・子育て支援事業 

子ども・子育て支援法第 59 条に基づき実施する地域子育て支援に関する事業で、地域子育て支援拠

点事業、一時預かり事業、乳児家庭全戸訪問事業、延長保育事業、病児・病後児保育事業、放課後児童

健全育成事業等がある。 

 

特定教育・保育施設 

区市町村長が施設型給付費の支給に係る施設として確認する「教育・保育施設」をいう。なお、施設

型給付を受けず、私学助成を受ける私立幼稚園は含まれない。 

 

特定地域型保育事業 

区市町村長が地域型保育給付費の支給に係る事業を行う者として確認する事業者が行う「地域型保育

事業」をいう。 

 

特別支援学校 

学校教育法に基づき、視覚障害者、聴覚障害者、知的障害者、肢体不自由者または病弱者（身体虚弱

者を含む。）に対して、幼稚園、小学校、中学校、高等学校に準ずる教育を行うとともに、障害による学

習上または生活上の困難を克服し自立を図るために必要な知識技能を授けることを目的に設置される

学校。従来、盲学校、聾学校及び養護学校といった障害種別に分かれて行われていた障害を有する児童・

生徒に対する教育について、障害種にとらわれることなく個々のニーズに柔軟に対応した教育を実施す

るために、2006（平成 18）年の学校教育法の改正により創設された。 

 

た行 
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特別支援教育 

障害の種類や程度に応じ特別の場で指導を行っていた特殊教育を転換し、通常学級に在籍する学習障

害、注意欠陥多動性障害、高機能自閉症等の児童・生徒も含め、一人ひとりの教育的ニーズを把握し、

そのもてる力を高め、生活や学習上の困難を改善または克服するため、適切な指導及び必要な支援を行

うもの。2006（平成 18）年６月の学校教育法等の一部改正において具現化された。具体的には、①これ

までの盲・聾・養護学校を障害種にとらわれない特別支援学校とするとともに地域の特別支援教育にお

けるセンター的機能を有する学校とすること、②小中学校等において特別支援教育の体制を確立すると

ともに特別支援学級を設けること、③盲・聾・養護学校ごとの教員免許状を特別支援学校の教員免許状

へ総合化を図ること等により、障害のある児童・生徒等の教育の一層の充実を図ることとしている。 

  
 

乳児 

児童福祉法及び母子保健法では、満１歳に満たない者を乳児という。 

 

乳児家庭全戸訪問事業 

生後４箇月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、様々な不安や悩みを聞き、子育て支援に関する

情報提供等を行うとともに、親子の心身の状況や養育環境等の把握や助言を行い、支援が必要な家庭に

対しては適切なサービス提供につなげる事業。 

 

認可外保育施設 

乳幼児の保育を目的とする施設で、児童福祉法に基づく保育所としての認可を受けていないもの。具

体的には、ベビーホテル、事業所内保育施設、院内保育施設などがあげられる。乳幼児の処遇等の保育

内容、保育従事者数、施設の設備など認可外保育施設における設置・運営内容については、国から指導

監督基準が示されている。（→無認可保育所） 

 

認可保育所 

児童福祉法に基づく児童福祉施設で、国が定めた児童福祉施設の設備および運営に関する基準を守り、

都道府県知事に認可を受けているもの。 

 

認可 

行政が各事業について基準に当てはまっていると認めること。 

 

認定こども園 

幼稚園と保育所の機能を備え、両者の役割を果たすことが可能な施設。多様化する就学前の教育・保

育ニーズに対応する新たな選択肢として、2006（平成 18）年に制度化された。就学前の児童に幼児教育

又は保育を提供する機能、地域における子育て支援機能を備え、職員の配置及び資格、教育及び保育の

内容、子育て支援について規定された認定基準（2012（平成 24）年４月からは、都道府県条例で定める

な行 
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基準）を満たす施設は、都道府県知事から認定こども園の認定を受けることができる。地域の実情に応

じて幼保連携型、幼稚園型、保育所型、地方裁量型がある。認定を受けた施設は、保育所であっても、

利用者と施設との直接契約による利用となり、利用者は利用料を直接施設に支払う。 

  
 

病児・病後児保育 

保護者が就労している場合等において、子どもが病気の際に自宅での保育が困難な場合に対応するた

め、病院・保育所等で病気の児童を一時的に保育するほか、保育中に体調不良となった児童への緊急対

応や病気の児童の自宅に訪問する事業。①小学校３年生までの児童で病気の「回復期に至らない場合」

で症状の急変が認められない場合に保育する病児対応型、②小学校３年生までの児童で病気の「回復期」

で集団保育が困難な期間において保育する病後児対応型、③保育中の児童が体調不良となった場合に保

護者が迎えに来るまでの間、緊急的に対応する体調不良児対応型、④小学校３年生までの児童で、病気

の「回復期に至らない場合」または「回復期」で集団保育が困難な期間において児童の自宅で保育する

非施設型（訪問型）の４類型により実施される。 

 

ファミリー・サポート・センター事業（子育て援助活動支援事業） 

地域の中で育児や介護の手助けを必要とする方（依頼会員）と育児や介護の手助けができる方（提供

会員）が会員となり、育児や介護について助け合う会員組織。保育所や幼稚園への送迎や、保護者の病

気や急用などの場合における一時預かり等がある。 

 

放課後児童クラブ（学童保育） 

仕事などの事情により保護者が昼間に家庭にいない小学生１～６年生の子どもに対し、放課後や長期

休暇中に行われる保育のこと。地域により別の名称で行われている場合もある。生活の場として一定の

基準を満たす専用のスペースで行われ、職員として指導員が配置されている。利用料は、実施主体や保

護者の所得により異なる。 

 

放課後児童クラブ（放課後児童健全育成事業） 

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学している児童に対し、授業の終了後に適切な遊

び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図る事業。「学童保育」や「放課後児童クラブ」と呼ばれる

こともある。 

 

保健所 

地域における公衆衛生の向上および増進を目的とした行政機関。地域保健法に基づき、地域住民の健

康増進、疾病予防、環境衛生、母子・老人・精神保健、衛生上の試験・検査等のさまざまな業務を行っ

ている。都道府県、指定都市、中核市、その他政令で定める市または特別区に設置されている。身近で

頻度の高い保健サービスは市区町村保健センターに移管し、保健所は広域的・専門的・技術的拠点とし

ての機能が強化されている。 

 

は行 
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母子保健 

母親の健康の増進と乳幼児の健康の増進と発育の促進のための保健活動のこと。乳幼児の保健は母親

との関係が密接のため、こうした親子関係でとらえられている。母子保健法により具体的な対策が組ま

れている。 

  
 

養育支援訪問事業 

養育支援が特に必要であると判断した家庭に対し、保健師・助産師・保育士等がその居宅を訪問し、

養育に関する指導、助言等を行うことにより、当該家庭の適切な養育の実施を確保する事業。 

 

幼稚園 

満３歳から小学校就学までの幼児を教育し、年齢に相応しい適切な環境を整え、心身の発達を助長す

るための教育施設。新制度に移行する幼稚園と私学助成を受けて運営する幼稚園がある。新制度に移行

する幼稚園を利用する場合は認定手続きが必要（私学助成を受けて運営する幼稚園の手続きの変更はな

く、子どもの保護者は認定を受ける必要はない。）。 

 

要保護児童対策地域協議会 

 児童福祉法に基づき設置。要保護児童等の適切な保護又は支援を図るため、関係機関等により構成さ

れ、要保護児童等に関する情報の交換や支援内容の協議を行う。 

 

療育 

 発達障害や自閉症、アスペルガー、ADHD、ダウン症などの言葉や発達が遅れた子に、教育や治療をす

ること。 

 

利用者支援事業 

子ども及びその保護者が、認定こども園・幼稚園・保育所での教育・保育や、一時預かり、放課後児

童クラブ等の地域子育て支援事業等の中から適切なものを選択し円滑に利用できるよう、身近な場所で

支援を行う事業。 

 

量の見込み 

ある事業をどのくらいの人が使いたいと考えているかの見込み数。「現在の利用状況」とニーズ調査

等で把握される「今後の利用希望」を踏まえ算出することを基本とする。  

や行 
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